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はじめに
経済諮問委員会は２０１０／１１年度報告を「（ドイツ経済は）不死鳥のよう
に蘇ったのか」（Wie Pho¨nix aus der Asche？）の問いかけから始める１）。
そしてその次のフレーズではこれまで「ヨーロッパの病人」であった過
去に言及している。確かに「ヨーロッパの病人」という形容が長らくド
イツ経済に対してなされてきた。冒頭の問いかけはそうした長期低迷か
らの脱却を示す表現である。その脈絡でいえば，この問いかけは歴史的
不況からの反転を認識しての発言であると同時に積年の長期停滞を意識
の埒外に置けないことを示唆した発言であろう。反転は強調するが，さ
りとて長期低迷を度外視できないという二重の意味合いが込められたも
のと受け止めるべきであろう。
したがって，この問いかけはある種不況から反転しえたことへの安
表明であるが，半面で長年の長期停滞を踏まえる慎重な意見表明という
ことになる。とはいえ，ドイツ経済自信回復の兆しをほのめかす表現に
は違いない。事実，ドイツ経済にまつわる長らくの不安感は薄れつつあ
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る。とすれば，この変化に注目せずにはおられず，その意味でドイツ経
済の分析に新たな課題が生じてきたといってよい。過去３０年余にわたり
ドイツ経済を覆っていた閉塞感は急速に消えつつある。それは果たして
本当にドイツ経済の真実なのであろうか。これまでの長期低迷を脱した
と考えてよいのであろうか。
確かに２００８／０９年大型不況からの持ち直しは急速であったし，２００５年
から２００８年第１四半期まで経済拡張期にあったのであるから，この両者
を強調する視点に立てばドイツ経済の発展的側面が浮かび上がってくる。
ドイツ経済の分析に関してはそのスパンをどのように設定するかは重要
な問題である。最近の７，８年をみれば拡張期にあり，輸出面での成功
は疑いない。そうした観点からすれば，発展期の中間に短期間の大型不
況が入ってくるという解釈になる。大型不況が到来することになったと
はいえ，このような景気変動から基本的に導かれるのはドイツ経済の堅
調さであろう。多くの民間経済研究所やエコノミストはこの観点からド
イツ経済の底固さを強調してきた。
しかし，一旦より長期の趨勢で考えてみると，たとえば統一好況を経
た１９９２／９３年不況以降をれば，ドイツ経済は長期停滞にある。よりス
パンを広げて１９７４／７５年不況以降となれば１９８０年代の極端に緩やかな上
り坂ともいうべき実感なき拡張期をはさんでやはり長期低迷期にあると
判断して差し支えない。このように現在に引き寄せて足下を評価すれば
相対的順調さが強調されることになるが，長期におよべばおよぶほど経
済的パフォーマンスの貧しさが浮かび上がってくる。とすれば，長期停
滞の基本線のなかで大型不況に陥ったとする理解が十分可能なはずであ
る。ドイツ経済の実像はどうなのかという問いかけが改めて発せられざ
るをえない。大型不況をも射程に入れて３０年余におよぶ長期低迷に目を
つぶって最近の動向だけを見る視点でいいのかどうか。筆者には大いに
疑問である。
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ドイツ経済健在化論者や堅調論者は過去３０年余にわたり膨れ上がって
きた失業率や失業者数の問題に鈍感であった。最近の雇用改善の動きを
つまみ食いするかたちでドイツ経済の好調さを論じることは公平な見方
とは思えない。失業問題の絶えざる深刻さについては需要不足の問題以
外に原因は考えられないというのが筆者の見解であるが，経済が長期低
迷するなかでようやく明るい兆しが垣間みえたと判断するのを妥当とす
るのが筆者の基本的評価である。そのような評価を踏まえて大型不況か
らの急反転を検討することはドイツ経済を正当に分析する者の課題であ
る。筆者は長年にわたり分析への新たなチャレンジを投げかけられてき
たことに無頓着な論者には組みしないが，さりとて長期低迷に喘ぐドイ
ツ経済を如何ともし難い常態だと考えているわけではない。
大型不況からの急激な反転とその後の推移をってみるのはドイツ経
済研究者にとって絶好の吟味の機会を与える材料を提供していよう。そ
こで本稿では２００８／０９年大型不況以降にドイツ経済にどのようなことが
起きたのかを正確に振り返りながら，２０１１年までの最新の発展軌跡を中
心にトレースしていこうと思う。ドイツ経済健在化論者や堅調論者とは
一線を画してドイツ経済に立ち入った検討を加えるというのが本稿の出
発点である。ドイツ経済に対する強い思い入れを前提にするのでもなく，
またかつてのような悲観論に甘んじるのでもなく，ドイツ経済に関する
発展軌跡に客観的な評価をおこなおうというのが本稿の基本的な問題意
識である。たとえば少し前なら想定されなかった雇用状況の改善といっ
た変化を正面から見据える視点が要請されよう。
危機といった言葉が毎日のように躍り，金融危機（Finanzkrise）が
２００８年を象徴する流行語大賞となった事態があたかも遠い過去の出来事
と化している状況をどう把握するかどうかは今後のドイツ経済の行方を
占う試金石となろう。あまり自明なことでないかもしれないが，実はド
イツ経済について経験していることは歴史的にみて異例な事態であった。
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失業問題の執拗さと深刻さ，その問題への一筋の光明といった変転ひと
つとってみても地道に検証していかねばならない論点である。そこに明
確な理論的指針があるわけではない。この点を押さえることが本稿の始
発的前提となる。自らの手でドイツ経済の実像を探り当てていかねばな
らないこととなろう。本稿を貫くライトモティーフはまさにここにある。
マクロ経済の行方について動揺していることはいずれの国においても同
様であるが，それはドイツ経済についてもきっちりあてはまるのである。
本稿はこれまでの一連の分析作業の続編として長期的観点からドイツ経
済を鳥瞰し，その観点の延長線上に直近の好調さを説明していくことを
課題とする。
そこで以下，本稿の構成について簡単に明らかにしておこう。本稿は
４つの部分から構成されている。それらを大略挙げれば，第１に，歴史
的大不況とそのＶ字回復の俯瞰，第２に，Ｖ字回復の主たる要因とそれ
に孕まれる問題性の説明，第３に，Ｖ字回復において目立つ雇用状況の
改善とそれに連動する個人消費の回復ぶりの解釈，第４に，政府が
「ビッグ・プッシュ」しているイノベーション政策の内容と意味の４つ
である。４つの部分を解析することで歴史的不況の後にドイツ経済にど
のような実態的変化や政策環境の方向性と整備内容が与えられようとし
ているかが総合的に吟味されるはずである。経済諮問委員会はドイツ経
済の大型不況からの脱出に手ごたえを感じてはいるものの，その復調ぶ
りに全幅の信頼を寄せているわけではなく，「真実は中間にある」（die
Wahrheit liegt in der Mitte）との何とも表現し難い微妙な言い回しを
おこなっている。筆者は経済諮問委員会のこの判断を妥当なものだと評
価する。本稿では全般にわたりこの判断を念頭において議論を進めるこ
とにしたい。それでは４つの部分についてそれぞれ概観しておこう。
本稿の主たる考察対象はいままで論じてきたことから理解されるよう
に，２００８／０９年大型不況後の最新変転局面にあるので，何よりも２００８／０９
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年大型不況の歴史性をしっかりと捉えておくことが必要となる。これに
ついて筆者はかつての論稿において明らかにしてきたのでその考察を援
用するかたちで２００８／０９年大型不況の実態を押さえることにする。これ
が１の前半で展開される内容である。この大型不況がどのようなかたち
で進行し，どこでいかなる要因から谷を迎えたかに言及する。１の後半
では２００９年第１四半期に景気の底を迎えたドイツ経済が反転していく様
子を幾つかの経済指標から観察していく。先に述べたＶ字回復が基本内
容であるが，大型不況の後に底なしの不況に沈むのとは異なる様相を吟
味する。大型不況で歴史的な落ち込みをみせた以上その反動としての景
気の上向きは当然だとの考えには立たない。歴史的不況からの反転ぶり
が注目されるのである。そして，Ｖ字回復後どのような発展軌跡を描こ
うとしているかのおおまかな見取り図を提供していく。緩慢な成長局面
への転換が本稿の強調点であるが，そこで２０１１年に入ってからの具体的
な歩みについては「おわりに」で検討を加えることとして積極財政の論
点に言及する。ともあれ，ドイツ経済は２００５年水準にまで戻ろうとして
いるというのがここでの基本的特質となる。以上についての理解を深め
るのが１での課題である。
２ではまずＶ字回復の需要要因として新興国輸出需要の盛り上がりを
中心に議論を進める。ユーロ圏の輸出需要にはそこでの経済発展条件か
らいってＶ字回復に対する寄与要因は希薄であるから新興国輸出需要の
予想外の発動が景気反転の要である。経済諮問委員会報告は貿易の地域
的な多様化をとくに重視しており，BRICsへの想定を越えた輸出の伸び
の実態を取り上げる。次に新興国輸出需要の発生をドイツ企業の戦略と
関わらせて明らかにする。ドイツ企業は工作機械に典型的に示されてい
るように，他の先進国企業との競合対峙戦略ではなく，競合回避戦略を
選択している。高付加価値化とは別種の高級化戦略が採られていると理
解すべきであるが，これがドイツ企業にとって幸運な需要発動要因と
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なっている。新興国輸出需要が先進国間輸出需要とは異なって量的拡大
性を帯びている意外性について説明する。ドイツ経済はこうして焦点絞
り込み戦略から新興国向け輸出頼みの経済と化しているわけだが，そこ
に発展の制約がないわけではない。最後にこの点に触れる。これは最近
における新興国経済の成長減速として表面化している。発展の制約とは
畢竟需要の制約と同義である。新興国が石油危機後における先進国の発
展パターンを踏襲している点と関わる経済成長の問題性やアメリカ，
EU，日本経済とデカップルされたかたちでの発展可能性が本当に開か
れているのかといった面から考察を加えていく。かつての高度成長期の
ような発展パターンとは質を異にする以上，この論点への配慮は欠かせ
ない。また世界資本主義のトリアーデの核をなしている日米EUとの有
機的連動性を排した発展可能性の是非への言及も不可欠である。
３では今回のＶ字回復のなかでみられた顕著な雇用改善をまず取り上
げる。ドイツ統一以来初めての失業問題の好転がにわかに論点になって
いる。かつては１０年を経るごとに次元を異にして深刻化し，執拗さを極
めた失業問題に大きな変容が生じている。失業問題はこれまでドイツ経
済の萎縮と国民の不安感を増幅する要因として重大な問題となってきた。
そこに一筋の明るい材料が出てきたのである。とすれば，国民に久方ぶ
りの安心感を与える心理的節目が芽生えたことは特筆に値する出来事と
いわなければならないであろう。そうしたことと深く連動すると思われ
る個人消費の回復傾向に目を向ける。２０００年代に入って１９９０年代水準の
半分に低下した個人消費の伸び率に上昇がみられる。その上昇にも特別
な関心を払いながら，実際どのような回復ぶりなのかを検討していく。
それとの関係で２０００年代から今日に至る貯蓄率の推移を考慮に入れて基
本的評価をおこなう。新興国輸出需要の伸びが家計部門にまでおよんで
きたというのがここでの結論である。２での考察を射程に入れてみると，
家計部門への波及には諸手を挙げて喜べない事情が横たわっているとし
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なければならないが，内需頼みでドイツ経済が立ち行けるかどうかの論
点について入手しうるかぎりでの経済指標を用いて暫時的な結論を導き
出していきたい。
４では経済諮問委員会が重点的に取り上げているイノベーション政策
を吟味する。イノベーション自体は１９９０年代末から２０００年代初頭におい
てアメリカの「ニュー・エコノミー」が熱い視線を浴びるようになって
からドイツ政府のスローガンとなっていた言葉であるが，結果としてイ
ノベーションが順調に進捗してこなかった関係から経済諮問委員会によ
り政府の「ビッグ・プッシュ」として構想されるに至る根拠を明らかに
していく。ドイツ企業が選択している棲み分け戦略が本当に有効な打開
策になっているとすれば，あえて「ビッグ・プッシュ」としてのイノベー
ション政策は必要ないはずであるというのが筆者の考えである。そこに
不十分さが認識されているからこそのイノベーション政策ではないのか
といった論点に軸足を置いて議論を展開していく。添え物のように無理
やりとってつけたかたちで言及されているのではないとするのが筆者の
判断である。つまり，政策のメニューとして総花的に盛り込まれねばな
らない策のひとつとして設けられているわけではないのである。イノ
ベーションが自立的に生まれてくる余地が限定されているがゆえに政策
として推進されねばならなくなっていると考えられる。この問題はドイ
ツ経済の今後を占う意味で決定的重要性を帯びている。そこには焦点絞
り込みの差別化戦略でドイツ企業の行く末を見通すのか，あるいは軌道
修正したうえでその行く末に望むのかの問題が横たわっているとみなす
べきであろう。以上の諸点について本稿では筆者なりの評価をおこない
たい。
「おわりに」においては１から４までの考察を踏まえて最新ドイツ経
済の実像を総合的に明らかにし，これまでのドイツ経済健在化論者や堅
調論者と一味違ったドイツ経済の真実を伝えるとともに長期低迷一色で
千葉大学 経済研究 第２７巻第２・３号（２０１２年１２月）
（３９７） １９１
塗りつぶすのでもない検討結果を提示することとしたい。筆者の意見で
はドイツ経済は日本経済と並んで閉塞感に満ちた問題性を孕む存在であ
る。その場その場で生じる経済拡張にもっぱらドイツ経済の手応えを感
じ取ろうとする姿勢が民間経済研究所や多くのエコノミストでは顕著で
ある。その意味でドイツ経済分析はまさしく逆風下にあるといってよい。
この逆風を認識することなくしてドイツ経済に関する客観的な評価をお
こなうことは難しい。ドイツ経済をめぐる環境は厳しいが，ドイツ経済
分析にまつわる環境はなおさら厳しい。筆者にはドイツ経済が研究者に
投げかけているチャレンジにもっと敏感でなければならないと思われる
のである。このことを肝に銘じて分析を進めていくことにしよう。
１ ２００８／０９年大型不況とそこからの急速な反転
１．１ ２００８／０９年大型不況の実態２）
２００８／０９年にドイツ経済は連邦共和国設立以来６度目のマイナス成長
を記録した。経済諮問委員会はマイナス成長率１．６％であった１９７４／７５年
不況を「最も重篤な不況」（die schwerste Rezession）と形容したが，
２００８／０９年不況にも同じ形容をおこなった。２００８／０９年不況はマイナス成
長率５．１％で記録的なマイナス幅である。都合６度にわたるドイツ経済
の水面下への落ち込みのなかで未曾有の没し方がみられたのが２００８／０９
年不況の特質である。後でも関連言及するように，すべての記録を塗り
替える歴史的な大不況であった。経済諮問委員会は経済危機
（Wirtschaftskrise）という言葉を使っているし，経済危機はこの当時
頻繁に登場してきた。これは「経済の崩壊」との表現を与えても不思議
ではないほどの甚大な景気下降が現れたためである。
経済諮問委員会が主張するように，２００８／０９年不況は２００８年第２四半
２）この大型不況については，古内（２０１０），６８―７８頁を参照。
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期にマイナス成長０．５％となって表面化し，第３四半期にも引き続きマ
イナス成長０．２５％を記録して二四半期連続マイナス成長となることでド
イツ経済は不況に突入した。もっとも第１四半期には２％近くの成長率
を示したせいでドイツ経済の堅調ぶりが強調され，それを受けてドイツ
政府も９月から１０月の時点では不況に入ったことを再三にわたり否定し
ていた。この時点ではなお楽観的な観測が支配的であり，多くの民間経
済研究所もこの観測を共有していた。しかし，暗転の兆しは１０月になっ
て輸出の落ち込みがみられるといった動きにすでに現れていた。下方修
正に次ぐ下方修正の結果，最終的には２００８年度の成長率が１．１％に確定
した（表１を参照）ことで景気が予想以上に下降していることは時とと
もに明瞭になっていった。それにもかかわらず，ドイツ政府は２００８年の
表１ 各種経済指標の推移（前年比増減率）
%
２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２
民 間 消 費
国 家 支 出
設 備 投 資
建 設 投 資
輸 出
輸 入
貿 易 収 支
GDP成長率
就 業 者
労 働 量
失 業 率
可処分所得
０．６
３．１
３．６
－０．７
２．７
３．３
０．０
１．１
１．４
１．２
７．８
３．２
－０．１
３．３
－２２．８
－３．０
－１３．６
－９．２
－２．６
－５．１
０．０
－２．７
８．１
－０．７
０．６
１．７
１０．５
２．２
１３．７
１１．７
１．５
３．７
０．５
２．３
７．７
２．９
１．１
０．８
８．８
５．２
７．８
７．１
０．７
３．０
１．３
１．７
７．１
３．１
０．９
０．９
３．１
１．５
３．２
４．２
－０．３
０．９
０．３
０．０
６．９
２．４
資料：Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００９）, S.６８, Tabelle９,（２０１０）, S.５８, Tabelle９, S.６２, Tabelle１０,（２０１１）,
S.１１, Tabelle１, S.６０, Tabelle３.
注：２０１１，２０１２年の数値は予測値。
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ほとんどの期間において不況の到来を真剣に考えなかったばかりでなく，
現出した景気後退を２００５年から２００７年の経済拡張からの一時的かつ若干
の落ち込みとみなしていた。
劇的変化は１２月に訪れた。最重要な輸出産業である電機産業と機械製
造業で輸出が激減したのである。輸出の落ち込みは前年に比較して電機
産業１９％減，機械製造業４０％減という記録的な内容で，それに引きずら
れるかたちで生産の急激な低落が２００８年第４四半期に顕在化した。２００９
年１月には自動車産業の輸出も一年前に比べて３９％減というドラス
ティックな低下をみた。すなわち，代表的な貿易品目において輸出需要
のこれまでにない落ち込みがみられ，それまで楽観主義で終始していた
民間経済研究所はこうした景気情勢を受けていまやドイツ経済の破局的
なシナリオを描く先導者（Vorreiter）と転じるに至った。こうし
て，２００８年末には民間経済研究所において大幅なマイナス成長予測の
ラッシュとなったのである。
いずれにしても，輸出は２００８年第４四半期と２００９年第１四半期の二四
半期にわたり激減し，後者のマイナス幅は前期比１４．７％にもおよんだ。
アメリカの住宅投資を牽引車とする世界的好況のなかで輸出需要の伸び
を謳歌していたのとは正反対の局面が現れた。この点でサブプライム
ローン危機がヨーロッパ金融恐慌からリーマン・ブラザーズの破綻に示
されるようにアメリカにはね返っていくことで進行した世界的同時不況
による外需の収縮がドイツ経済にとりわけて打撃を与えることになった
というのが経済諮問委員会の判断であり，この判断について筆者に異論
はない。輸出がGDP比で４０％近くに達するドイツ経済の場合にはその
依存度の高さから輸出需要の大幅な落ち込みが国内経済に異常な収縮圧
力をおよぼすことになる。２００９年前半の輸出需要の落ち込みは前年同時
期に比べて１８．９％に達し，外需の極端な不振ぶりが鮮明であった。これ
が設備投資の動向に影響を与えずにはおかない。前掲表１からそのこと
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は一目瞭然である。
設備投資は２００８年第４四半期に前期比４％の低下を示し，２００９年第１
四半期には実に２０％弱におよぶ激減となった。２００９年前半の設備投資の
低落は前年同時期に比して２１．８％であった。投資需要の収縮も甚大で
あった。かつて「投資の崩壊」と形容された１９６６／６７年不況時における
投資需要の落ち込みは１２％減であった。今回は優にその水準を超える
（前掲表１を参照）。輸出需要の伸びが国内設備投資に連動するのとは
真逆の収縮パターンである輸出需要の極端な冷え込みが投資需要の極め
つけの不振につながるという負の連鎖が生じたのである。要するに，
２００８年第２四半期から２００９年第２四半期にみられた現象は輸出需要なら
びに投資需要の崩壊とでも形容できる未曾有の内容であった。これはま
さしく歴史に例をみない異例な事態であったといわなければならない。
ドイツ経済がマイナス成長に陥るのは６度目だが，６度目にして最も厳
しい不況がドイツ経済を見舞ったのである。
この厳しさは製造業の生産能力利用度の動向に如実に反映している。
加工製造業の生産能力利用度は２００９年前半に７１．３％にまで引き下がった。
この水準は１９７４／７５年不況や１９９２／９３年不況を下回る。両者の場合，それ
ぞれ７６％，７５．６％であった。輸出需要ならびに投資需要の落ち込みから
生産能力の露骨な過剰がもたらされたのがわかる。ドイツ経済の実績は
これにより２００５年の水準にまで引き戻されることになった。今回の不況
がこれまでの不況と比べてこのうえもないほどの鋭利さを帯びていたこ
との証しである。
この鋭利さを増幅したのは民間消費の持続的な低迷である。総需要の
動きとしてここで個人消費の動向に言及しておこう。経済諮問委員会の
指摘を待つまでもなく，個人消費は２０００年代に入ってずっと不振のまま
であった。個人消費の不振は２００５年から２００７年の経済拡張期においてす
らドイツ経済の足かせとなっていたのである。いうまでもなく，個人消
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費は今日先進資本主義国の経済成長動因として必須の一角を構成するが，
ドイツ経済とて例外ではない。ドイツ経済のGDPの６０％を個人消費の
項目が占めている。とすれば，内需の支柱として個人消費の持続的な低
迷は長らく懸念される重大な問題であった。２００８／０９年度経済諮問委員
会報告でも「ドイツの消費の弱さ：活性化の展望はあるか」という見出
しの下で個人消費の停滞が改めて議論の俎上にのぼり，その打開が問題
提起されていたのである３）。
仮に個人消費の盛り上がりがあったとしても輸出や設備投資の劇的落
ち込みは相殺されるはずもないが，肝心の個人消費が冷え込んでいる状
態では内需の不振はそれだけ際立つことになる。２００８／０９年不況におい
ては輸出需要ならびに投資需要が総崩れとなり，個人消費の不振がなお
もその総崩れ状況に輪をかけているといった内容であった。これで楽観
的予測が悲観的予測となり，その悲観的予測でさえ時とともに絶えず覆
されていくような実物経済の悪化が現実のものとなった。内需，外需と
もに不振を極めているなかにあっては未曾有のマイナス成長は当然のこ
とであった。
要するに，あらゆる想定を越えた経済のスランプが現出したといって
よい。２００８年第４四半期，２００９年第１四半期に実に鋭い景気下降圧力が
ドイツ経済を襲った。経済収縮の激しさからいえば，この不況は半恐慌
的な性格を有していると表現しても不思議はないものと判断される。長
らくドイツ経済の問題となってきた需要不足が「ここに極まる」といっ
た厳しさで露呈されたと推測される。つまり，慢性的な需要不足がドイ
ツ経済を覆っていたのであるが，その極限的状況が２００８／０９年不況に帰
着したという位置関係に注目することが必要である。
３）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００８）, S.８４―８５.
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この点でこうした不況の厳しさをもたらした要因として２００７／０８年金
融恐慌の余波とでもいうべき問題を指摘しておく。それはクレジット・
クランチの顕在化という問題にほかならない。２００７／０８年金融恐慌は
１９３１年の金融恐慌に匹敵するか，あるいはそれ以上の問題性を帯びて勃
発したのであった４）。経済の基本的なインフラである金融システムが機
能不全になるなかで疑心暗鬼状態に陥った金融機関は融資基準を厳格化
せざるをえなかったから実物経済の健全な経営までをも損なうクレジッ
ト・クランチとして帰結することになった。民間のアンケート調査によ
れば，信用供給が制限的になったとの回答が支配的であるのはこの点に
起因する。貸し渋りがおこなわれたことは疑いない。金融システムの混
乱が民間大銀行の中枢におよび，不動産大手にまで浸透するといった事
態でクレジット・クランチが起きないはずはなかったのである。この流
動性危機が実物経済に巨大な収縮圧力を与えて不況の鋭利さを増幅した
のである。２００９年１月に決定された第二次緊急経済対策において１，１５０
億ユーロの経済基金が特別に設けられ，これが企業向けマーシャル・プ
ランと形容された根拠はまさにクレジット・クランチにある。
２００８／０９年不況はその意味において２００７／０８年金融恐慌との連続性のな
かで理解されなければならない。確かに世界的同時好況が限界を迎え，
輸出需要が激落する流れにおいて不況の厳しさが露呈されるに至ったこ
とは間違いないにしても，貸し渋りやクレジット・クランチといった金
融恐慌のつけを考慮に入れなければならないことももうひとつの真理で
ある。その複合性に着目することがなければ不況の真因を見誤ることに
なろう。水面下にはるかに没した今回の不況の歴史的特質をみなければ
ならない。景気の谷は想像を越えて深かったのである。その谷も２００９年
第２四半期に０．３％のプラスに転じることで景気下降がひとまず終焉す
４）古内（２００９），１４頁。
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る。
１．２ Ｖ字回復とその後
歴史的不況を経験したドイツ経済は２００９年第２四半期から反転してＶ
字回復を遂げる。歴史的不況が大きな後遺症となってドイツ経済に持続
的な収縮圧力を与えることはなかった。この反転が今日世間の耳目を集
めているところである。長期低迷一色で問題を片づけられない論点が浮
上してきたのである。この新たな論点に対して正当な視点を与えて分析
のメスを入れることが必要とされよう。
むろん，ドイツ経済が今回の不況により２００５年の水準に引き戻された
のであるから，それ以降成長率が高くなって当然という意見も可能であ
る。経済拡張期が始まる前の超低成長に甘んじていた時期への先祖返り
が生じて成長経路は振り出しに戻った格好である関係から導き出される
意見としては相応の根拠を有している。しかし，２０００年代に入って持続
させていた超低成長の局面に喘ぐことのなかった事実はやはり特別の問
題関心を呼び起こす。２００９年第２四半期に不況の底から脱出する手がか
りをつかんだドイツ経済はその後連続的に持ち直し，２０１０年の第２四半
期を山とするような発展軌跡を描く。２０１０年のGDP成長率は３．７％であ
り（前掲表１を参照），超低成長に陥る直前の２０００年に実現した２．９％成
長を超える相対的に高い成長率を記録した。２０１０年第３四半期からは緩
やかな成長局面に入り，上り坂だが勾配が大分緩やかな拡張期にある。
２０１１年には予測GDP成長率２．２５％――ただ政府が１０月に２．６％から２．９％
へと上方修正した事実には注意を要する――と前年の勢いがなくなった
が，２年にわたる成長でドイツ経済は２００５年水準に戻るといわれている。
２で詳しく述べるように，３．７％の成長率を保持しえた最大の理由は
新興国輸出需要が伸びたからであるが，不況の谷から脱して景気の山を
迎える一年間をならせば経済成長は本来的に坂の勾配がなだらかすぎる
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点を指摘できないではない。新興国輸出需要が伸びたといってもそれほ
ど急激なＶ字回復がなされたとはいえそうもない。Ｖ字回復が生じた点
にこれまでのドイツ経済とは異なる発展軌跡をみることができる反面，
なだらかな拡張期という事実も無視しえない。２０１０年第３四半期からの
緩慢な成長局面はなだらかな成長経路の延長線上に位置しているとみな
せる。経済諮問委員会は２０１０／１１年度報告においてドイツ経済が早々に
成長の勢いを喪失させたことに注目している。ここで最小限留意しなけ
ればならないのはＶ字回復の事実とその勢いの早期での収束である。ド
イツ経済の発展的側面を念頭に置きながら経済の牽引要因が弱々しいと
いうもうひとつの問題点に対する配慮も怠れないのである。この重大な
事態に関する根拠については２以下の議論で立ち入って展開していくつ
もりである。
その議論に入っていく前にＶ字回復のなかでドイツ経済が直面してい
る別の問題点について触れておこう。それは今回の不況においてドイツ
政府が講じた積極財政にまつわる論点である。先に述べた理由から今回
のＶ字回復に積極財政が寄与したとは思われない。それとは別の対外的
要因がＶ字回復をもたらしたのである。そのことを踏まえたうえで積極
財政がドイツ経済にとってある種の逆風になっている点を説明しなけれ
ばならない。それは財政規律のルール化という問題と関わる。この問題
が２０１０年から２０１１年の今日ユーロの行方と連動しながらEUしベルにお
いて喫緊の課題になっていることは周知の事柄であろう。２００９年７月２９
日のドイツ基本法改正法（７月３１日公布，８月１日施行）による財政赤
字の数値設定――２０１６年までに財政赤字GDPの０．３５％を実現する――
はそれを物語る。
２００８／０９年不況がドイツ経済史上において稀有な歴史的不況となった
のは輸出，設備投資，個人消費の需要全般にわたり総崩れとなったから
であるが，とくに投資の崩壊ともいうべき劇的な落ち込みには金融シス
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テムの深刻な動揺に起因するクレジット・クランチや貸し渋りが横た
わっていた。２００８年第４四半期から２００９年第２四半期において信用供給
が先細りになっていた事実がその何よりの証左である。貸し渋りやクレ
ジット・クランチがデフレ圧力として景気の谷に導く増幅要因になった
といえる。その後資金需要減退期が続いている。それは貸し渋りやクレ
ジット・クランチの収縮作用を度外視しては説明がつかない。
２００７年盛夏にドイツにおいて顕在化したサブプライムローン危機のド
イツ金融機関の呑み込みが地方の中小銀行からランデスバンク，大銀行
へと波及していくにつれて金融システムが麻痺し，機能不全に陥った事
実はすでに周知のことである。ドイツ政府は１９３０年代初頭以来の金融恐
慌を沈静化させるために最大限の努力を傾注し，金融システムの安定化
に奔走してきた。積極財政による救済金融措置が講じられ，安定化基金，
特別危機管理（部分的国有化），バッドバンク構想が相次いで打ち出さ
れ巨額の財政資金が注入された。積極財政が不況対策として有効であっ
たかについてはないよりあった方がましだとする見方が優勢であるが，
金融システムの安定化に貢献したことは間違いない。金融恐慌の打撃が
深刻で，この面への対策が求められたからにほかならない。金融システ
ムの機能不全は財政資金の投入によりかろうじて回復させられたといっ
て言い過ぎではない。
しかし，その帰結は財政赤字の拡大であり，GDP比政府債務残高の
増大であった。財政収支は悪化した５）。財政規律がルール化し，その
ルール化を率先して主張しているドイツ政府にとって金融システムの安
定に支払った財政支出増の代償は大きい。これがドイツ経済にとって逆
風となっている。ドイツ政府にはこれ以上の財政資金の持ち出しをおこ
なうような余裕はなくなっているといってよい。実際問題として２０１１年
５）古内（２０１０），８４―８６頁。
最新ドイツ経済の真実
２００ （４０６）
の現在，起債制限措置（Schuldenbremse）が発効し，長期の構造的な
新規政府債務の制限に着手されている。財政赤字解消に向けて厳しい債
務規制が中長期的に実施されていく運びとなっている。ドイツ政府は
ユーロが動揺をみせ，その収束がなかなかみえない今，かつて大国のエ
ゴをフランスとともに発揮して安定成長協定違反の制裁を発動させずに，
財政規律のルール化を自ら破って他の国々の顰蹙を買った二の舞を避け
ねばならない。そのためには上述した財政運営の転換は不可避であり，
前述の基本法改正はそのための縛りであった。
このような逆風を押し返す要因となっているのが実は新興国輸出需要
なのである。この要因が支えとなって財政運営の舵取りにある程度見通
しがつけられるものとなっている。かつて以上に財政規律のルール化が
ドイツのみならずユーロ圏の重い課題となっている昨今である。２でも
取り上げるように，この新興国輸出需要に最大のリスクがあり，懸念が
経済諮問委員会から表明されている。とすれば，ドイツ経済の先行きも
その点からみて巷で評判になっているほど安泰ではないということにな
る。ユーロ圏内で比較すれば相対的に財政が安定しているからといって
安穏としてはいられない。２０１１年度も財政赤字GDP比４％が観測され
ている具合なのである。
今度こそ財政規律のルール化遵守の原則が貫かれる状況をドイツ政府
自身は率先垂範的に創出していかなければならない。財政規律保持一辺
倒を対外的に強調することに無理はあるものの，外見以上にドイツ政府
やドイツ経済には果たさなければならない課題が控えているといって差
し支えない。確かにＶ字回復以後の緩慢な成長局面にあって拡張期は続
いているようだが，「相対的安定」の状況に甘んじていられるほどのゆ
とりはない。結局，それもこれもドイツ経済の先行き展望性にかかって
いるといわねばならないのである。
千葉大学 経済研究 第２７巻第２・３号（２０１２年１２月）
（４０７） ２０１
２ 新興国輸出需要の盛り上がりとドイツ企業戦略
２．１ 新興国輸出需要の盛り上がり
２０００年代中葉以降のドイツにおける貿易構造の変化はまさに激変の最
中にあるといってよい状況にある。BRICsへの機械類の輸出はBRICsと
いう項目が新たに設けられるといった事実に示されるように急伸してい
る。ドイツ工作機械の最近の動向に現れているように，高級化路線が定
着しているから，機械類の輸出の増大は高級化路線と深く結びついてい
ると考えるしかない。たとえば中国工作機械メーカーにみられるように
その台頭は近年顕著であるが，質的にはドイツや日本のそれに比べては
るかに後塵を拝している。その質的格差のなかでドイツ工作機械が輸出
を拡大させているとみるのが妥当であろう。機械類輸出の増大にこの事
実は応用されよう。２０１０年のドイツ工作機械の生産額は中国に次いで世
界第２位にあり，実質上世界トップの技術水準にあると評価されてい
る６）。
２．２で詳しく論じるように，高級化路線で蘇えっている事実の一端が
示唆されていよう。BRICsにおける収益力の高い需要家に販路の裾野を
拡大させているとみなせる。この新たな輸出需要がドイツ経済の上向き
要素になっているのは確実である。ユーロ圏以外の顧客開拓ができたと
の判断が下せると思われる。大型不況からの急反転――内実はそれほど
目覚しいものではなくとも――はこの新たな発展要因を考慮に入れない
と説明できない。ただし後でも言及するように，この発展要因がドイツ
経済を安心してみていられる上向き要素まで地位上昇させるかどうかは
なお考察の余地があり，別に検討を重ねるべき問題であることに注意を
喚起しておきたい。
６）幸田（２０１１），頁。
最新ドイツ経済の真実
２０２ （４０８）
そのことを裏づけるように，急反転の後短期間のうちに輸出成長は鈍
化している。景気の谷から這い上がるのが急速だった反面，山を迎える
のも早かったとの感は否めない。経済諮問委員会が不死鳥のようにドイ
ツ経済が蘇ったとの問題提起をしながらも楽観的観測一本調子ではなく，
「真実は中間にある」との慎重な言い回しをおこなっているのは以上に
根拠を有すると考えられる。
ともあれ，２０１０／１１年度経済諮問委員会報告は２００９年以降のドイツ経
済の不況からの回復過程（Erholungsphase）において新興経済群の意
味合いが増し，中間部品（Vorleistungsgu¨ter）や投資財への比較的高
い需要が起こっていることを指摘している。またBRICsの力強い経済拡
張がドイツの輸出を押し上げ，２０１０年の前半には前年同時期比ブラジル
６１．３％増，中国５５．５％増，ロシア１８．３％増におよんでいる実態を強調し
ている７）。ここでブラジルと中国の存在感がとりわけ注目されよう。こ
れに対して輸出のシェアではアメリカ，イギリスの割合が相対的に低下
しており，近年輸出需要に関する「地域的多様化の深まり」（eine
sta¨rkere regionale Diversifikation）が顕著である。このことは加工産
業（Verarbeitendes Gewerbe）が不況に直撃されながら，いち早く回
復軌道に乗り損失を挽回できた理由にほかならない８）。経済諮問委員会
が貿易構造の地殻変動に力点を置きつつ，そこに加工産業の動向をも含
めてドイツ経済の安定的発展の背景を見出しているのは明らかなように
思える。
ドイツ経済の輸出依存度は周知のごとく高いが，伝統的にヨーロッパ
域内への輸出が一大支柱である構造に変わりはない。そのような構造の
７）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.４８―４９.
８）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.４９.
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下で長らく需要不足に苦しんできたのであるから，域内輸出の変動がド
イツ経済の発展動向に大きな影響力を与えているとは考えられない。そ
こにあるのは恐らく微弱な変化であろう。ユーロ圏内においてドイツ企
業は馴染みの顧客との取引関係を主として展開しているといってよい。
これはドイツ企業の棲み分け戦略から導かれてきた。ユーロ圏への輸出
需要の増減はその意味でドイツ経済の動向に対する大幅な変動要因とは
なりえない。競合回避の差別化戦略の帰結にほかならない。ドイツ企業
は特定顧客との結びつきを重視して安定的な取引関係の構築を目指して
きた。このかぎりにおいてユーロ圏への輸出はドイツ経済にとって上向
き要因とはならず，現状維持的に作用してきたと考えられる。需要の裾
野の拡がりはさほど大きくない。輸出頼みのドイツ経済が好調だからと
いってユーロ圏がその支えになっているとみなすのは誤りである。
この相対的な好調さは別の要因，すなわち，新興国輸出需要からもた
らされたと考えて差し支えない。繰り返しになるが，ドイツ経済に明る
い兆しがみえてきたというなら，それはBRICsの台頭にもとづく新たな
貿易構造の変化以外にはない。この変化が２０００年代中葉以降に顕在化し
た唯一のものである。ドイツ経済の成長動向に規定的な影響力をおよぼ
しているのはこの面での変化であろう。先にも言及したとおり，現在の
ところこの要因にどれくらいの成長後押し効果があるかどうかは見定め
難いが，一筋の光明材料として一種の景気拡張要因になっていることだ
けは確実である。
この点で経済諮問委員会が貿易構造の地域的多様化の深まりを強調し
ていることはそうした事実を裏づけるものであろう。とくに中国経済に
関しては２０００年代に入りドイツ経済の輸入相手国としての重要性に目を
見張る変動があったが，２０００年代中葉以降は輸出先としての重みを一挙
に増し，いまや輸出入ともにドイツ経済にとって第二列に位置するとみ
なすのでは不十分なものとなっている。この間にドイツ経済が適切なス
最新ドイツ経済の真実
２０４ （４１０）
ピードで変化したとは考え難い。４で指摘するように，先端テクノロ
ジーを育成するイノベーション政策による「ビッグ・プッシュ」が直近
の経済諮問委員会報告において再三にわたり強調されているぐらいであ
る。このことを軽視してはならない。
ドイツ経済が依然として停滞基調を引きずるなかで貿易構造の変化が
外生的に生じ，通常なら生ずるはずの「脅威」と「市場機会」の論争が
交錯することもなく，適切なスピードでの変化をも問わない高級化戦略
が幸運にも効を奏する結果となったのである。２．２で立ち入って検討を
加えるつもりであるが，ドイツ経済分析をする際には差別化戦略を基本
に立ち戻って考察する必要がある。それは現代の差別化戦略の中身を問
うものでなくてはならないというのが筆者の判断である。その意味でい
えば，ドイツ企業が示してきた実績は決して競合相手の一歩先を行くと
いう脈絡での差別化戦略の成功の証しではない。そのこととはあくまで
関連しないところでの想定外の結果である。
こうした点への検討なしに差別化戦略が有効性を発揮し，そのことの
みをもってドイツ経済の復調を取り上げることになれば，ドイツ経済健
在化論者や堅調論者の意見に組みすることになる。それはあくまで表層
論にすぎないというのが筆者の意見である。ドイツ経済分析に長らく投
げかけられてきたチャレンジに応えることを済まずにきたそれらの論者
に安易に結びつくような議論を立てるとすれば，長期低迷を度外視する
点で論外としなければならない。ただ現下の実態に足をすくわれるよう
では分析者としての資質を問われるものとなるであろう。筆者が事ある
ごとに繰り返してきたのはドイツ経済分析に関して問われた重大な試練
をゆるがせにしないことである。従来なし崩し的にそのような課題への
取り組みを消失させていく方向がみられたが，その危険性はＶ字回復に
よりかつて以上に強まっている。懸念すべき事態である。
ドイツ経済分析に関わる危険性におよぶ議論になったが，話を元に戻
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せば，新興国市場全体の需要量は予想以上に伸びたといってよい。ドイ
ツ企業が選択した競合回避戦略は得意分野に経営資源の主力を投入して
複雑で高い精度の大型製品を割高でも提供することにあった。差異化追
求にみられる矢継ぎ早の機能向上ではなく，品質保持折り紙つきの機能
性の誇示がここでの特徴である。いわば，本来は社会的利用度としては
必ずしも大きくないセグメント向けの焦点絞り込み戦略が追求されるこ
とになるが，新興国市場の予想外の発展により意外な需要増がもたらさ
れたと推測される。それは必ずしも市場のニーズを的確に読み切った所
産というわけでもない。また，その成功は他の追随を許さないといった
内容でもない。製品機能のダイナミックな変化という要因に欠けるから
である。製品変化に頼ることなく製品機能保持の経営感覚が新興国市場
において受け入れられたのである。かつてアラブ世界で広く受容されて
いた事態が拡延したといえる。そこでのキー・ワードは「伝統へのこだ
わり」である。高級製品への絞り込みがそのことの裏返しであり，ベン
ツ，ベンツクラスに匹敵する工作機械づくりへの特化がその代表的な事
例にほかならない。
以上を要約すると，中国を筆頭にしてBRICsの輸出拡大にもとづく新
たな需要創出が導かれたことが２０００年代中葉以降の変化要因である。そ
れが予想外の量的拡大の成功として現れた結果が大型不況を反転させた。
２０００年代後半に生じた貿易構造の大きな変容と輸出需要の地域シフトに
着目する必要がある。とくに輸出先としての中国経済のランク急上昇は
特筆に値する。実は中国への輸出の拡大は大型不況をもたらした外需不
振のなかで独歩増を示すほどの重要性を帯びていた。ドイツ企業の棲み
分け戦略は新興国市場における潜在的な需要の掘り起こしをもたらした
と考えてよい。これが結果として需要全般にわたる総崩れとなった大型
不況時の需要不足を補する役割を担ったのである。GDPに代表され
る経済全体の活動水準に対して有効需要がもたらされることになった。
最新ドイツ経済の真実
２０６ （４１２）
その意味では新興国輸出需要はまさしく力強い好転材料として作用した
といえる。
２．２ 棲み分け差別化戦略の効果
２．１でも触れたが，ドイツ企業が現在中東欧諸国を巻き込んで国際的
に展開しているグローバル・アウトソーシングの経営戦略は大きくいえ
ば自らの得意分野に特化する棲み分けを推し進めることにあると思われ
る。多くの論者はこれを差別化戦略と規定し，現代のグローバル化のな
かで是認されるものとの認識を示す。ここでは同種商品の微細ともいえ
る差異化を図る意味での差別化戦略とは中身をまったく異にする競合回
避戦略であることが含意されている。足下のＶ字回復の現実における需
要の盛り上がりからすれば，プラスに評価されるような内容を帯びてい
ると判断されても不思議はないが，本来の差別化戦略が競合相手を意識
してその相手に絶えず技術や商品で先行する内容であるとすれば，差別
化戦略のこのドイツ的異質さと有効性が吟味されて当然である。その有
効性如何については２．３で考察するとしてここではその異質さを吟味す
ることにしよう。
ドイツ企業が追求する経営戦略は以上説明したとおり，競合相手の一
歩先を行くというよりはそもそもそのような内容とは重なり合わない競
合回避の棲み分けである。すでに論じ，またまもなく再び触れる工作機
械産業にみられる重量級の高級化戦略は代表的事例である。そこには競
合相手との対峙戦略という内容がない。高付加価値化とは異質である。
高付加価値化や本来の差別化戦略は競合相手との対峙戦略を前提として
成り立っており，ドイツ企業の競合回避戦略とは大きくずれる。競合回
避戦略は競合相手に先行することとは無縁である。それにもかかわらず，
BRICsを「市場機会」として捉えることにある程度成功しているのはこ
の高級化志向の所産にほかならない。その意味では当該国が適切なス
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ピードでイノベーションを遂げなければ，相手国が「脅威」に転化する
というリスクも希薄だということになる。先に「脅威」とも「市場機会」
とも交錯することがないと指摘した所以である。意外な結果として需要
創出につながった面を否定することは困難である。
ドイツ企業の棲み分け戦略の代表的事例として工作機械を挙げたが，
そこでその経営戦略について述べることにしよう。日本が中型量産タイ
プのNC工作機械やマシニングセンターに生産を集中したのに対し，ド
イツは高級NC工作機械や大型マシニングセンターに重点を置く絞り込
みをおこなった。そこには「トヨタ級の工作機械は日本にまかせて，も
う一段うえのベンツ級の工作機械を造ろう」とする経営構想があった９）。
その結果，トラウプ社やシャーマン社にみられるようにドイツ工作機械
メーカーは「複雑で高精度の加工ができる高級NC工作機械で優位を保
持するように努め」，「世界市場での確固たる位置を確保し，今日に至っ
ている」。ドイツ工作機械メーカーは焦点絞り込み戦略の独自な路線を
歩み，従来の技術への「こだわり」を活用しながら重量級の高級製品へ
の得意分野に生産の主力を注入してきたといってよい。
製品機能の連続的な向上による差異化追求とは明確に一線を画す高級
特化の競合回避戦略が展開されているのは明らかであろう。ここには高
度機能製品で技術水準を練磨したとしてもその獲得技術水準を下位の製
品へと次々に下ろしていくという波及の連鎖はない。量産化を駆使する
ヨリ高級品種への移行といった高付加価値化の随伴的所産に欠けるので
ある。したがって，この戦略は本来小さなセグメントにとどまるはずで
あった。ところが，結果は予想外のものとなる。たとえば，工作機械に
関してそうした予想外の実績を示していることへの裏づけとして「今ま
では日米欧の企業に対して１台売れるか売れないかの製品を，韓国企業
９）幸田（２０１１），１８６―１８７頁。
最新ドイツ経済の真実
２０８ （４１４）
は一度に数台買うし，さらに中国企業は１０台単位で買ってくれる有り難
い存在だ。しかし，日本の法律が求める面倒な手続きを嫌ってヨーロッ
パ企業の製品を入れようとする。ヨーロッパ諸国のそれに関連する法律
は緩い」１０）というインタビュー調査報告が挙げられよう。筆者はヨー
ロッパ企業のなかでこの需要増の恩恵を最も享受しているのがドイツ工
作機械メーカーであるとみなしている。おそらくこの判断に誤りはある
まい。
この調査報告の指摘は大変重要であり，しかもすこぶる示唆に富む内
容である。それは第１に，先進国間の受注には著しい限界が画されてお
り，需要創出が容易ではないこと，第２に，新興国輸出需要のスケール
が桁違いに大きいこと――それが持続的かどうかは別にして現時点では
そういってよい――，第３に，そのような需要の発動に際して法的手続
きの面からヨーロッパ企業が大規模な受注に成功していること，の３点
からである。２０１０年にドイツ工作機械メーカー全体の生産額が実質世界
トップにあるのはこのような事情に裏打ちされてのことではないのか。
ヨーロッパ企業のなかで最も技術優位性を保持しているのはドイツ工作
機械メーカーであるから大きな実利を獲得しているものと考えて差し支
えなかろう。その結果が上に述べた事実であったといえよう。
国内の産業構造の変化ではなく，新興国の構造変化から間接的に需要
創出要因が生じてきてこれがドイツ経済にとって成長展望性を与えてい
ると憶測させる一端が窺われる。需要成長率の高い領域が開けてきたと
みなせる。経済諮問委員会も「部分的に非常にダイナミックな販売市場」
（die teilweise sehr dynamischen Absatzma¨rkten）と形容して売れる
ための好条件を指摘している１１）。ドイツ経済にとって幸運ともいうべき
１０）清水（２０１１），８２頁。
１１）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.４.
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発展要因が生み出されたといってよい。総じていえば，先進国間でみら
れる需要の制約を克服する役割を果たしているのが新興国需要という関
係にあり，経済外的な要因の側面からの支援も重なってドイツ経済の
「安定した」成長につながっていると考えるべきである。
工作機械の売上高動向にみられるように，高級化した製品であっても
需要成長が安定的に推移すると見通せることがドイツ経済の現状を落ち
着かせているとみなしてよい。そのかぎりでは爆発的ではなくとも需要
の制約は乗り越えられている。重量級で高価格のドイツ工作機械の世界
的売上高が実質トップの座にあるのもこうした事情によるのであろう。
棲み分け型の競合回避戦略は需要の飽和をもたらしてはいないと考えら
れる。ドイツ経済はこのように需要の伸びがそれほど高くなくとも，安
定はしている生産能力を内部化することにより経済を復調させるだけの
基盤を有していると断言できよう。Ｖ字回復のテンポをそのまま維持す
ることは到底できないが，緩やかな成長局面の達成は可能であろう。ド
イツ企業の棲み分けの「創意工夫」はユーロ安の追い風もあってこのか
ぎりで具体的に結実することになったわけである。
製品の絞り込み戦略は製品機能の変化を必ずしも前提にしない。かつ
てドイツ企業では製品の機能向上の遅さがその特徴として指摘されてき
た。この戦略は先進国間の取引関係では有効な需要創出を生み出す要因
とはなっておらず，そのせいでドイツ経済は長らく需要不足に陥ってい
た。この戦略はその意味で２０００年代前半までの世界資本主義の構図では
ドイツ経済の長期低迷と同義であった。２０００年代後半新興国経済の発展
が文字どおり表面化するにおよんで世界的な規模での新たな産業再編が
進むと事態は大きく転換することになった。絞り込み戦略が高度複雑機
能製品の提供というかたちで新興国のなかに新たな顧客を見出し，ス
ケールの相対的に大きい需要が生み出されるに至ったからである。歴史
的不況からのドイツ経済のＶ字回復は以上を背景にして初めて説明され
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うる。ドイツ経済はそれが持続するかどうかは別にして長年の需要不足
を緩和させるテコを探り当てたとみて間違いない。
ところで，本来の差異化による差別化戦略ではその成り行き上差異化
追求の競争関係から差異化過剰に結果することが往々にしてある。それ
は競争相手を出し抜こうとする性質からいって当然の事態であるが，反
面そこに需要がダイナミックに盛り上がる契機が内在する。需要の裾野
の拡がりという点では差異化過剰はプラスの効果を有する。しかし，競
合回避の差別化戦略には差異化過剰の余地はない。そもそも差異化過剰
を生み出す差異化追求とかけ離れた地平で展開されているのが棲み分け
戦略にほかならない。需要拡大にはダイナミックな要素が欠けていると
いわざるをえない。そこが棲み分け戦略の泣きどころである。差異化追
求は移ろいやすい需要に対応する点でははるかに機動的であるが，棲み
分け戦略はそれに比較すると静態的である。その本来的静態さがダイナ
ミックな性質に転化しているのは新興国輸出需要にシフトしたからであ
る。新興国がダイナミックな構造変化を遂げていることを受けて性質変
化したものとみなせる。
すでに述べたように，ドイツ企業は基本的にユーロ圏への輸出に依拠
しているが，この現状維持的要因に依存しているかぎり需要開拓は望み
えなかったと考えられる。ドイツ企業の差別化戦略は得意顧客との結び
つきにもとづくにすぎないからである。その意味ではユーロ圏への輸出
からは需要拡大の契機は出てこないとみてよい。需要拡大の要因をひと
つひとつ探り出していくと，新興国からの新規需要以外には見当たらな
いということになる。新たな需要構造の変化がドイツ企業による独自性
の追求の結果生み出されたと解釈するのが自然であろう。相対的に収益
が高いか，所得水準の高い需要家（者）によりドイツ高級製品が選好さ
れたと推測される。重量級であり自動車でいえばベンツクラスの機械製
品が新興国のなかに固有の顧客を見出したのが直近におけるドイツ経済
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の相対的安定の源であると考えて間違いない。グローバル化の企業をめ
ぐる環境条件に適切なスピードで能動的にドイツ企業が変身を遂げたと
は考え難いから，伝統の「しがらみ」が逆説的に需要成長の安定性につ
ながったと判断される。需要成長は爆発的というわけではない関係上高
い経済成長は望みえないが，坂の勾配がなだらかな拡張が実現可能と
なっているのが現局面ではないのか。
２．３ 新興国経済の発展制約可能性
日本経済について「失われた１０年」が定着し，２０００年代に入っての動
向を踏まえ「失われた２０年」の形容さえなされている。それだけ日本経
済には閉塞感が充満しているわけであるが，ドイツ経済の推移をみると
まさに「失われた３０年」という表現に行き着く。長期停滞が鮮明であっ
た。幸運というべきか，日本経済に比較して現在のドイツ経済にはかつ
てのような閉塞感はない。２００８／０９年大型不況からＶ字回復を遂げたせ
いであろう，「相対的好調さ」がメディアでは躍っている。この現実を
裏づける根拠をドイツ経済はもっている。経済諮問委員会が指摘するよ
うに，輸出需要の地域的多様化が一層進展するという変化が生じている
からである。BRICsへの輸出シェアは２０００年の４％から２００９年には９％
まで拡大している――２００９年の輸出全体の落ち込みから割り引いて考慮
される必要があるが――。新たな需要構造の変化がドイツ経済の先行き
に重大なインパクトを与えていることは否定し難い。それではドイツ経
済は果たして「失われた３０年」を脱したのであろうか。そうした状況を
脱しきるだけのマクロ的に大きな需要が与えられているだろうか。その
鍵は新興国経済の発展動向にあることは明らかである。以下ではその点
を検討していこう。
すでに論じたとおり，新興国経済の発展がドイツ経済に目立った明る
い材料を与える結果となっているが，問題のひとつは新興国経済の動向
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が先進国とデカップルして成り立つかどうかである。アメリカ経済や
EU経済，ひいては日本経済の動向が結局は左右するのではないか。ア
ブソーバーとしてのこれらトリアーデの存在はあまりにも大きい。その
なかでもとくにアメリカ経済の重みは計り知れない。新興国経済が内需
化の途をるとしてもそれだけで自足するとするのは無理であろう。直
近の新興国経済の成長減速は以上の要因がはね返っているのではないか。
新興国が先進国とデカップルして独自の成長を遂げるというのは根拠の
薄い議論としなければならない。とすれば，ドイツ経済の成長にもこの
面から固有の制約がかかると考えられる。ドイツ経済の「安定」が実際
的にみて決して落ち着いたものではないと判断される理由である。世界
資本主義の構造変化を指摘することは重要であるが，その持続発展性を
何らの留保もなしに受け入れることには慎重でなければならない。新興
国経済から生まれてくる需要の制約に十分注意を払う必要があろう。こ
の需要要因を光の面だけで指摘することはできない。新興国輸出需要の
持続性に過大な期待をかけることはリスキーなのである。
経済諮問委員会は新興国輸出需要がドイツの輸出活動を支えていると
しながらも，そこに「最大のリスク」（die gro¨ßten Risken）が内包され
ていることを認識している１２）。そして十全にカバーしきれるとはいわな
いまでもその反動が内需によりカバーされることを示唆しているのであ
る。新興国輸出需要をドイツ経済復調の第２の柱に据えていても不安要
因が孕まれていることを事実上自己告白していることになる。正当な視
点に立っているとみるべきであろう。この事実は決して等閑に付されな
い内容を有している。そのひとつの規定要因がアブソーバー先進国の発
展動向との有機的な連動性如何という問題である。
１２）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.３.
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このように経済諮問委員会の景気情勢判断では新興国輸出需要がドイ
ツ経済を大きく支えるものとされているが，そこに最大のリスク要因が
あるとも指摘されている。これは新興国輸出需要が急激な失速状態に陥
ることを意味するものではあるまい。その可能性は現在のところ小さい。
だが，現在の勢いを保つ可能性は高くはなく，徐々に減速に向かうとの
判断があるといえる。リスク要因とはこの減速する事態だとみて間違い
ない。ユーロ圏輸出需要に大きな成長性は当然期待できないから，ドイ
ツ経済の行方としてはおのずと新興国向け輸出需要頼みとならずにはい
ない。とすれば，新興国の経済成長動向が鍵となってくる。これは新興
国独自に考慮するわけにはいかず，逆に先進国経済の動向に大きく左右
されることになる。
その点ではアメリカ経済，EU経済，日本経済それぞれ固有の経済事
情によりそれぞれの閉塞感から脱却できないでいる現状である。新興国
経済もこの面から次第に調整局面に入っていかざるをえないのではない
かと考えられる。そうなれば，新興国輸出需要の鈍化は避けられない。
ここからドイツ経済に需要の制約が加わることが十分予想される。現在
はGDP成長率の上方修正に沸いているところだが，意外な落とし穴が
待っている兆しが漂っている。新興国輸出需要の減速は間違いなくドイ
ツ経済の景気拡張の足を引っ張る。こう考えると，新興国向け輸出需要
頼みでよいのかどうか。
だから鈍化か横ばいになった場合におけるドイツ経済の下振れリスク
を経済諮問委員会は懸念しているのであろう。筆者はこの情勢判断を妥
当だと評価している。新興国輸出需要が弱含みで推移した際の対応を考
慮に入れておかねばならないであろう。景気が足踏み状態になる前に必
要な措置を備えておくことに越したことはない。いずれにしても，内需
中心の安定成長軌道に乗ったとの情勢判断があるとすれば，それは時期
尚早であろう。たとえば，個人消費の動向を左右する雇用動向は新興国
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向け輸出需要頼み次第で変動する可能性が高い。そうなれば，必然的に
内需の動向に狂いが生じてくる。経済諮問委員会の判断にもこの点で不
十分なところがあるのは否めない。もっとも，経済諮問委員会が新興国
輸出需要の下振れリスクを内需により十分相殺できると指摘していない
ことはすでに述べたとおりである。前掲表１における２０１２年の予測値を
みれば，このことは納得される。
もうひとつの問題は新興国経済の発展パターンにまつわることである。
新興国発展は先進国で生産された財やサービスを取り込むことで可能と
なる。この動きは間断なく進み，止めることはできない。問題は取り込
む際の時代性である。１９５０年代中葉に始まるかつての高度成長期は画一
化を前提にした経済成長であり，総中流化がその帰結であったが，現在
は差異化が基本になっており，そこでは人間の差異化が随伴する。格差
社会が必ず浸透する。新興国経済では貧富の格差が残されているが，そ
こに先進国型の多様化が導入されれば錯綜しながら格差社会が構造化し
ていくものとならざるをえない。中流化社会はここでは多くを展望でき
ない。これは内需の発展を制約するものとなる。さらに環境制約といっ
た地球規模での問題も押し寄せる。とすれば，持続的な経済成長という
点で不安定要素がつきまとうことは否定し難い。とくに貧富格差の解消
のスピードは絶対的な人口数の問題もあり，鈍化せざるをえないであろ
う。新規需要が衰える可能性は確かにある。構造変化の時代性に刻印さ
れる以上問題が多いというしかない。ここに重要な論点が存在する。こ
のような内部的発展の制約を考慮に入れてみると，先進国の重みが増し
てこざるをえない。新興国と先進国の関係は双方向的なのである。この
点でもデカップリング論の無理さ加減が浮上してくる。
最後の問題は新興国輸出需要と棲み分け戦略の行方に関する点である。
棲み分けによる焦点絞り込みの差別化戦略は有効需要の創出にどのくら
いの規模と持続可能性を与えるのであろうか。すぐには答えられない難
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問であるが，製品機能の不断の向上と変化を前提にしないので持続可能
性には疑問符がつこう。製品機能の向上は競合相手の一歩先を行く先行
性と表裏一体の関係にあるから，明確に競合対峙戦略の要である。棲み
分けは競合回避戦略にほかならないので割高な重量級の高度複雑機能製
品に特化する「われ関せず」の独歩戦略となる。これで汎用需要性を長
期間持ち続けえるとは考えられない。確かに新興国輸出需要ではそのよ
うな性格をみせているとはいえ，新興国が構造変化を遂げれば遂げるほ
ど需要の変動に応える製品の品揃えが必要とされよう。
その意味では需要の鈍化が最も顕著に現れることになる製品群と判定
せざるをえない。機動的な製品変化を想定しない戦略では有効需要のス
ケールと持続性にはおのずと限界がある。いずれ製品機能の向上と変化
の戦略が不可避となるのではないか。経済諮問委員会が動態的な輸出活
動の落ち込みにリスク要因を見出しているのはこのせいであろう。Ｖ字
回復に続く成長局面といってもそれほど力強いものではないうえに，
２０００年代中葉の生産水準を回復しているにすぎない。経済が安心してみ
ていられる局面に入ったとはいえない。ユーロ圏が不安定に推移してい
る以上，新興国輸出頼みになるから万能薬とはいえない棲み分け戦略に
すべてをけるわけにもいかない。
むしろ新興国輸出需要をめぐって熾烈な競争がなおさら展開されてい
くのは確実であるから製品機能の向上をおろそかにすれば移ろう需要に
振り回されて方向感を失う結果になるのではないのか。需要への自然的
保護ともいうべき法律的手続きが簡素化された場合には手痛いつけと
なってはね返ってくることが十分に予想される。その時に本来の差別化
戦略に転換しようとしてもそれだけの余力が残されているのか，疑問な
しとしない。やはり需要成長率の高い先端技術の取り込みは避けられそ
うもない。今はしのぐことができていてもやがて需要の壁に直面して絞
り込み戦略の限界が画されるのではないか。経済の奇跡の成功体験が弱
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みに転化したかつての歴史の再現にならないともかぎらない。ここで改
めてイノベーション政策の推進をも含めて経済諮問委員会の妥当な現状
認識を再確認すべきであろう。
３ 失業問題の緩和と個人消費の持ち直し傾向
３．１ 失業問題の好転
１９７４／７５年不況を境に完全雇用政策が破綻し，大量失業問題が発生す
ることになったのは周知の事柄である。経済変調が始まって労働力市場
が冷え込みをみせるなかで正規雇用は１９７０年代末一時的に緩やかな好転
の兆しを示したものの，１９８０年代，とくに１９８１／８２年不況を経過した後
ドイツ経済の変調が容易に解消しえない構造問題となるにおよんで雇用
の縮小は激しくなり，１９７０年代に比して２倍増強の２２０―２３０万人台へと
失業者数ははね上がった。経済の常識では失業者数や失業率はいつまで
も増加・上昇をるというわけではないというものであったが，本稿で
強調してきた慢性的な需要不足のなかで労働力排除の圧力はまったく衰
えなかった。この結果，失業者数は一本調子で増大することになった。
この趨勢は東西ドイツ統一後の統一好況において覆る傾向をみせたも
のの，その後急反転し１９９０年代と２０００年代前半の低成長と超低成長の局
面において失業者数は一挙に４５０万人から５００万人の間（２００５年初め４８９
万人）へと次元の異なる水準におよび，失業率は１２％弱にまで高まった。
１９２０年代末から１９３０年代初頭における世界恐慌のようなマクロ的大変動
が生じた場合には失業問題の深化は考えられるが，そうした変動に欠け
るなかでの失業問題の深刻化である。このような異常な状況のなかでは
失業問題はドイツ経済の焦点問題とならずには済まない。ドイツ経済が
「ヨーロッパの病人」とまで形容され，「失業者数や失業率は一体どこ
まで増加し，上昇するのか」といった不安感がドイツ国民の間に拡がっ
た。２００５年から２００７年の経済活況期においても失業者数の高止まり感は
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解消せず，目立った雇用改善はみられなかった。経済の根底に流れる閉
塞感は依然深刻なままであった。
ところが，２００８／０９年の記録的な不況のなかでひとつの重大な変化が
現れてきた。操業短縮労働の浸透というかたちで労働時間の調整が大規
模に実施されることを通じて労働力排除の圧力が緩和されたのがそれで
ある。失業問題の絶えざる高進において着実に根づいてきたワークシェ
アリングの考えが浮上してきたのである。政府肝煎りで雇用維持が目指
され，失業率の上昇に歯止めがかかった。これは過去の経緯を踏まえて
形成・蓄積されるべき職業技能や就業経験を欠落させないというスタン
スが本格化したためだと推測される。そして今回のＶ字回復である。そ
の際には以上のようなスタンス重視から積極的な常用雇用が推し進めら
れた。操業短縮労働状況の大幅な改善を通じて正規雇用の労働力吸収の
動きが顕在化したと考えてよい。
失業者数はこの結果大きく減少し，失業率は７％に近づいた。これは
１９９２／９３年不況以降にみられた１８年ぶりの明るさであった。失業者数は
２０１０年１０月にはとうとう３００万人を割るに至った。操業短縮労働による
雇用維持が「雇用の奇跡」（Jobwunder）と形容されている１３）ことから
すれば，こうした事態が特筆すべき雇用の改善であることはいうまでも
ない。企業はＶ字回復のなかで自信を取り戻し，常用労働への慎重な運
営の手綱を緩めたのである。失業問題がこれまでの長期低迷において経
済の不安を常に醸成させる要因になっていたとすれば，今回のＶ字回復
でみられた雇用の大幅な改善は経済不安を打ち消し，経済の閉塞感を劇
的に緩和するものになったといえよう。長らくドイツ経済を覆っていた
経済の萎縮を取り払うための必要条件のひとつがようやく整ったといわ
ねばならないであろう。
１３）Arbeitsgruppe Alternative Wirtschaftspolitik（２０１０）, S.２６.
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ドイツ国民も７．１％という失業率の久方ぶりの低水準に一応の安感
を覚える心理的節目を迎えたのではないか。企業がこの面から内需の盛
り上がりに期待をかけるような余地も拡がったのではなかろうか。Ｖ字
回復後の局面がどのような成長軌跡を描くかについてはこれからの推移
をみなければ何とも判断しかねることではあるが，かつての長期低迷の
局面において現出していた事態とは異なる様相が垣間みえていることだ
けは確実である。その意味においてＶ字回復が目にみえる雇用改善につ
ながっている事実に着目しなければならない。前掲表１にみるよう
に，２０１２年には７％割れが予測されている。この変化は決して無視しえ
ない。かつて多くのドイツ経済分析者は次元を異にして深刻化する失業
問題に鈍感であった。停滞論一色からこの雇用改善に無頓着でいること
はそれと同じくらい問題が多いといえる。ドイツ経済分析者として正当
にメスを入れる局面転換が訪れたわけである。
経済諮問委員会は失業者数，失業率ともに東西ドイツ統一以来では１８
年ぶりの低水準と指摘してこれまで執拗であった失業問題の好転を強調
している。先に言及したとおり，２０１０年１０月には失業者数２９４．５万人，
失業率７％にまで低まった１４）水準はこれまでの長期低迷においては確か
に想定されるはずもない数値である。ドイツ経済が変節する局面を迎え
１４）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S. １.「ドイツにおいて高失業の感覚的な指標は失業者が４００万人
を超えるかどうかであるといわれる」とか「「４００万人」という失業者数が高
失業の感覚的な指標である」という指摘がある。䩾澤歩「「ベルリン共和国」
の政治――「壁」の崩壊から第２次メルケル政権まで――」，同「システムの
苦難のとき――ドイツ経済の過去と現在――」䩾澤歩編著『ドイツ現代史探
訪――社会・政治・経済――』大阪大学出版会，２０１１年，４３，６５頁。この指
摘を前提にすれば，２０１０年１０月における失業者数３００万人割れ，失業率７％は
高失業の感覚を遠くに追いやる数値だといってよいだろう。その意味で際
立った雇用改善と表現するのは過大ではなく，妥当な内容ということになる。
１９９２／９３年不況以来１８年ぶりの明るさだとする経済諮問委員会の指摘にも根拠
があると考えてよかろう。いずれにしろ，高止まり感が払拭される心理的節
目が訪れたことは間違いない。
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たとする論調があるとしたら，それは根拠のないことではない。慢性的
な需要不足の下で２００５年まで一本調子で失業者数，失業率ともに上昇し
てきた。２００５年の失業者数，失業率は過去最高となるなど極めて深刻な
雇用状況があった。事態はその時期以降改善の兆しをみせてはいたもの
の，それはあくまで異常な高水準に達した後の横ばい傾向にすぎず，国
民に安感を与えるような質を伴ってはいなかった。そうした問題状況
と比較すれば，Ｖ字回復における雇用改善は一目瞭然であり，国民に大
きな安感を与えるのに十分であった。
まだ７％，３００万人を割り込んだぐらいでしかないと判断する向きも
あろうが，１９７０年代中葉以降１０年を経るごとに次元を異にする問題性を
高進させてきた経緯からすれば，この数値は際立った好転ぶりを示して
いる。また，若年失業率もイギリスやユーロ圏平均では１０％代後半と高
く推移しているのに対し，ドイツでは９．９％と１０％を切っている。これ
もまた先行きに対する明るい材料であろう。ドイツ経済が長年にわたり
迫られてきた調整期を終えて新たなスタート地点に立った証しとしてこ
の雇用改善をみるとしてもそこに奇異さは感じられない。しかし，この
点で筆者は調整期を終えたとはみなさない立場に立つ。４で展開するよ
うに，そうであれば「ビッグ・プッシュ」としてのイノベーション政策
をことさらに強調する必要はないであろう。筆者は構造調整の立ち遅れ
が需要創出につながってこなかったとする説をこれまで繰り返し主張し
ているが，その意味ではドイツ経済は２００７／０８年金融恐慌，２００８／０９年大
型不況の試練を経験するなかでなお道半ばというのが実態に近い。
２００５年から２００７年にかけてはアメリカ住宅投資主導の世界的な好況の
恩恵に預かって活況を呈していたが，これは一時的なものにすぎない。
その前の局面は低成長に続く超低成長にあった。今回の雇用改善はどの
ような位置づけがなされるべきであろうか。そこには大型不況からの急
速な反転としての勢いがあり，ドイツ企業がこの勢いに相当程度信認を
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置いていた事情が考えられよう。２でも触れたように，その最大の要因
が世界資本主義の構造変化から生み出されてきた新興国輸出需要の旺盛
な発動にあったことは疑いない。ドイツ企業にはこの需要が政府需要の
人為的な注入というような一時的，短期的性格のものではないと受け止
められた節がある。
加えて，この雇用改善は当然のことながら個人消費の上昇にも貢献す
る。となれば，新興国輸出需要に牽引された着実な投資需要，個人消費
の盛り上がりから総需要水準が相対的に高位に維持されるとの観測がな
されたとしても無理はない。そこで企業は積極的に人員の新規採用に踏
み切ったのではないか。企業側には少なくとも安心させられる材料が
揃っていたのではないかと推測される。その観測が必ずしも想定される
ものではないといった脆弱性を孕んでいるというのが筆者の意見である
が，失業問題の大幅な解消にはさしあたり以上のような背景が作用して
いたと考えられる。この点では経済諮問委員会の景気情勢判断は相当慎
重であり，その慎重さを妥当だとするのが筆者の意見である。
したがって，失業問題の変容にも留保をつけなければならない内容が
あるが，目にみえる改善は紛れもない事実である。この事実を無視して
長期低迷で押し通そうとするのはいかにも無理筋である。ここでは暫定
的な結論として新興国輸出需要の力強い動きが雇用状況に大きくプラス
に作用していること，そしてそれにもかかわらず新興国向け輸出需要頼
みには長年の構造調整を先送りさせる後ろ向きの側面があり，新興国自
体にも成長の翳りがみられるなどの不確実な要因が存在することを指摘
しておこう。
３．２ 個人消費の持ち直し傾向
３．１でも取り上げたように，今回の明瞭な雇用改善は個人消費の持ち
直しに直結している。行論のなかで指摘してきたように，２０００年代に入
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り個人消費の持続的な不振は内需の弱さを示すものとして重大な問題と
なっていた。１９９０年代における個人消費の前年比伸び率は平均して
１．６％水準にあったが，２０００年代に入って半減もしくはそれ以下になっ
た。後でも述べるように，個人消費が不振を極めるなかで貯蓄率が上昇
したという事実もないので所得停滞のなかでの露わな経済退潮というし
かないものであった。今回のＶ字回復では操業短縮労働の大幅緩和，正
規雇用の拡大がみられたので可処分所得の増大が導かれた。もとより雇
用改善に伴う賃金上昇傾向も個人消費の上向きに寄与する。その結果，
個人消費の伸び率が１９９０年代の水準とはいかなくとも１％台に達する傾
向が鮮明になり――前掲表１の２０１１年の予測値を参照――，ようやく消
費マインドの冷え込みに打ち止め感が現れることになったのである。
以上が直近の変化である。新興国輸出需要の発生が家計部門に波及し，
個人消費に実に久しぶりの明るい兆しがみえてきた。１９９０年代水準への
先祖返りへの傾向はその点で注目に値する。すなわち，なお１９９０年代水
準を越えるかどうかは未知数ではあるが，半減していた数値からの持ち
直しの意味合いは大きい。ほとんどの観測筋は半減した水準あたりが個
人消費の動向として自然な水準とみなすようになっていたからである。
経済政策代替グループはこの点で異なる立場に立っていた。グループは
２００２年におけるシュレーダー政権下でのアジェンダ２０１０以来実質賃金が
伸びるどころか減少してきたと指摘し，これが内需の弱さの原因になっ
てきたとの説を唱えてきた１５）。失業者数が５００万人に近似し，失業率が
１１．８％の異例の高水準に到達するような状況では賃金増加の勢いが生ま
れようもないが，賃金上昇の抑制の動きが物価上昇との比較で実質賃金
を減少させ，個人消費の持続的低迷を促してきたことは間違いない。
今回の変化はそうした塞状況からの脱却の兆しである。重要でない
１５）Arbeitsgruppe Alternative Wirtschaftspolitik（２００９）, S.１７,６６―７０.
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わけはない。今回の変化は経済の状況次第では個人消費にも大きな変動
の余地が残されていることを直接的に示したのである。硬直的と思われ
ていた状況は覆り，消費マインドの高まりにつながることになった。こ
の面でも経済の予想以上の萎縮が取り払われる条件が整い出したといっ
てよい。２００８／０９年度経済諮問委員会報告の悲観的な問題提起は２００８／０９
年大型不況の反転のなかで良い方向で解消に向かうことになった。今や
経済諮問委員会は個人消費の持ち直しに大きな期待を抱き，十分ではな
いとしながらも新興国輸出需要の衰退という反動を個人消費で相殺する
議論を立てているほどである。それぐらい個人消費の盛り上がりはドイ
ツ経済にとって成長展望性を可能にすると位置づけられている。この点
でまさしくごく最近まで想定されなかった変化が生まれたといってよい。
そこで家計部門の貯蓄率についての動きに関して説明しておこう。先
にも述べたように，２０００年代に入っての貯蓄率はほとんど横ばいで１０％
をやや越える程度であった。長らく消費低迷が持続した主因は所得が貯
蓄に回った事実にはない。貯蓄横ばいのなかでの所得不振にあるといっ
て差し支えない。２００５年から始まる経済拡張期には貯蓄率は徐々に小幅
ながら上昇していく（表２を参照）。この時にも経済諮問委員会報告に
おいて消費不振とその打開策が問題とされていた具合であるから長らく
続いた経済不振の後に拡張が訪れたので経済に対する不安感が漂ってお
り，そのせいで所得を貯蓄に回すといった動きがみられたのであろう。
この時には経済の不安感から消費マインドは冷え込んでいたし，国民は
表２ 貯蓄率（可処分所得に対する貯蓄）の推移
２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１
貯蓄率％ １０．３ １０．４ １０．５ １０．５ １０．８ １１．７ １１．１ １１．３ １１．１
資料：Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００５）, S.１０３,（２００６）, S.９９,（２００７）, S.８１,（２００８）, S.１０７,（２００９）, S.６１,
（２０１０）, S.５８,（２０１１）, S.６０.
注：２０１１年数値は予測値。
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生活防衛に重心を置いたものと考えられる。
前掲表２からわかるように，この動きは２００８年でひとつのピークを迎
え貯蓄率は１１％を大きく越えて１１．７％に達する。２００９年には１１．１％へと
減少するが，これは可処分所得の伸びがマイナスになったせいで国民が
消費に回すのにも貯蓄に回すのにも余裕をなくしたからであろう。それ
でも１１％台を維持していることは注目に値する。その後の不況とＶ字回
復においては微増して１１．３％から１１．１％の水準にある。前者は歴史的不
況を受けてできるかぎり貯蓄に励もうとする動きが持続したことを意味
するが，後者はＶ字回復のなかで所得が上向いた結果を反映して消費に
回る動きとなったことを示唆するものであろう。最新の傾向では２０００年
代前半に比して貯蓄率の上昇が顕著であり，その意味では生活防衛的観
点が明確に出されているといってよいが，事態はより錯綜しており，消
費に回る分も抑えられていない側面を窺うことができる。直近の微減は
そうした事実を垣間みせていると理解すべきである。２０００年代後半にお
けるドイツ経済の景気変動のなかでやや明瞭になってきた貯蓄率の推移
も今後のドイツ経済の行方を占う意味で大いに注目されるところである。
２００９年からの所得動向との関連で今述べた事情をみていこう。２００９年
に可処分所得が前年比０．７％減少するという「デフレーション」となっ
たが，２０１０年前半には上昇に転じ，２０１０年後半，２０１１年にも引き続き上
向くと観測されている。２００９年には個人消費は可処分所得の低下ほどに
は落ち込まなかった。これは低水準の利子率やスクラップ奨励金（Ab-
wrackpra¨mie）のような国家的奨励購買刺激がプラスに作用したためで
ある１６）。この下支えがあったことと相俟って，２０１０年第２四半期には個
人消費は増加に転じた。雇用の改善と所得状況の好転に後押しされなが
１６）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.５６.
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ら個人消費はどちらかというと勢いのあるものへと変わりつつあるのが
最新の動きである。事実，２０１０年における個人消費の伸びは０．１％と実
質横ばいであったが，２０１１年には久方ぶりに１．１％に回復すると見通さ
れている（前掲表１を参照）。１．１％という数値がもつ意味は家計部門に
おける財布の紐の緩みであろう。
こうした動きは設備投資や住宅投資の回復が２０１０年中葉に顕著になっ
たことと連動している。輸出需要のダイナミックな基調も２０１０年夏まで
には回復したから２００８年第４四半期，２００９年第１四半期にみられた各種
需要の総崩れから急激に好転して総需要水準が引き上がる軌跡が描かれ
たことは疑いない。際立つ雇用改善がその帰結である。ドイツ経済の場
合，中東欧諸国への生産拠点の形成がこの間に盛んに展開されたから国
内雇用創出には過度の期待がかけられなかったにもかかわらず，労働力
吸収的な発展がみられたことは重要である。このかぎりではドイツ経済
が注目される転換点に差しかかっていると判断される。その転換点こそ
最新ドイツ経済の真実といえるものである。単にＶ字回復だけをもって
観測しているわけではないことに留意する必要があろう。
４ イノベーション政策の推進とその意味
４．１ イノベーションからイノベーション政策
イノベーションは１９９８年に赤・緑連立として登場してきたシュレー
ダー政権の経済政策のキー・ワードであった。これはこの時期の前後に
経済諮問委員会がアメリカの「ニュー・エコノミー」に特別な関心を払っ
て議論することを陰に陽に反映して発せられた言葉であるといってよい。
この時イノベーションには政策という言葉がついていなかった。民間の
なかから自律的に展開する資本主義の転換内容としてイノベーションが
用いられていたのである。イノベーションとは何を意味するのか。まず
はこの点から考察していこう。
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イノベーションとはデジタル化とネットワーク化を資本蓄積基盤に取
り込む過程の総体である。デジタル化とは資本蓄積の全過程である設計，
生産，流通を包摂するマイクロコンピュータの自動制御化のことである。
そして，この自動制御化が情報処理のために縦横に組み合わされている
のがネットワーク化である。もともとデジタル化は生産の現場に特化し
て展開されていたものであった。その生産の現場でのマイクロコン
ピュータの自動制御化に最も成功したのが１９８０年代の日本経済であった
ことはいうまでもない。技術立国としての声望を不動のものとしていた
西ドイツ経済は案に相違してこのデジタル化の取り込みに立ち遅れる。
これが，ドイツ経済が「ヨーロッパの病人」といわれる長期停滞に陥る
大きな原因である。１９９０年代末に問題とされたデジタル化の実現はもは
や生産の現場に限定されない。資本蓄積の全体的な運動過程全般にわた
るデジタル化の応用が必須となっていた。販売時点情報管理（Point of
Sales, POS）に示されるように，売れ筋商品と死に筋商品のリアルタイ
ムでの把握から売れるモノづくりを徹底するためには全過程へのマイク
ロコンピュータの自動制御化が要請される。
イノベーションといわれる斬新な新機軸を訴えることでシュレーダー
政権がドイツ経済に期待したのはこのデジタル化の自律的な展開であっ
た。ネットワーク化はこれに対してデジタル化を高度に応用するものと
しての情報資本主義への転換である。資本蓄積にとって必要な情報を縦
横無尽な網の目のなかで把握するシステム体系を意味している。この時
代では企業のグローバル化がとてつもなく進展する。生産・販売拠点の
グローバル化は不可避の勢いで進む。そのなかにあって為替レートの動
向はもとより，生産拠点での日々の賃金動向，部品コストと部品の質，
自社最終完成品の世界的な売上高，市場シェアの推移，などの情報を瞬
時につかむための網の目的配置が要請される。それはまた売れるモノづ
くりを加速させるための意識（欲求）生産装置としても不可欠である。
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デジタル化とネットワーク化を両輪として知識基盤型経済が実現する。
それは情報インフラ整備や人材育成といった水平的な産業政策を脇に固
めながらハイテク分野への立ち遅れの挽回を目指すものである。経済諮
問委員会が２０００／０１年度報告において「ニュー・エコノミー」を取り上
げ，アメリカへのキャッチ・アップを特集していたのはこの面での技術
水準の最波頭を走っているのがアメリカ経済だったからである。むろん，
デジタル化の先進性をみせている日本経済も閑却されてはいない。この
両輪の進展に顕著に立ち遅れを示し，技術立国としての面目を失ってい
たのがドイツ経済であった。シュレーダー政権はそのキャッチ・アップ
の課題をイノベーションとして表現し，持続的経済成長と経済の情報技
術革新化への進捗，そしてその連関による雇用拡大に大きな期待を寄せ
た。これはまた２０００年３月に構想されることになるEUレベルでの先端
技術推進のリスボン戦略の進行に呼応するものでもあった。
しかし，実際にイノベーションが実現する余地はドイツ経済にはな
かった。超低成長に陥っているドイツ経済にはその民間活力のゆとりは
なかったからである。たとえそうだとしても知識基盤型経済への移行が
適切なスピードでなされなければ経済の成長展望性は開けてこない。そ
のような時期につかの間の経済拡張期を経てドイツ経済は金融恐慌と大
型不況を相次いで経験することになった。一方でデジタル化とネット
ワーク化の立ち遅れを放置するわけにはいかない状況になっていた。と
すれば，もはや民間におけるイノベーションの展開に委ねておくわけに
はいかない。そこで国家の積極的な介入（Eingriff）を前提として１７）デ
ジタル化とネットワーク化の浸透・定着を推進する政策総体としてのイ
ノベーション政策が問われるに至ったのである。これはEUレベルでい
１７）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００９）, S.１９.
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えば２００５年３月になされたリスボン戦略の見直しに即するものであった
し，もっと射程を広げれば２０１０年６月に欧州理事会で採択された新経済
戦略である「欧州２０２０」（Europe２０２０）に応えるものであった。ハイ
テク戦略（Hightech-Strategie）を前進させるための政策が不可避とさ
れた。これがイノベーションに政策が合体させられた所以である。
４．２ 「ビッグ・プッシュ」としてのイノベーション政策
ドイツ政府が「ビッグ・プッシュ」としてイノベーション政策を強調
するのは何故だろうか。それはサプライ・サイドの変革の著しい立ち遅
れが需要創出につながっていないという考えに立っているからである。
「経済の奇跡」の成功体験があまりに強烈すぎたせいもあり，そのこと
がひいては新規需要の創出に帰着しなかった。そればかりではない。そ
のような立ち遅れがドイツ経済全体を停滞させる障害要因となって特定
顧客との結びつきに傾斜する差別化戦略を不可避にしてきた。この戦略
はユーロ圏を中心に展開され，需要水準の現状維持的な要因となってき
た。ユーロ圏以外に新規需要が生じないならば，ドイツ経済が需要不足
の長期低迷に陥るのは必然であった。ドイツ経済は長期の調整局面に
入ったのである。
ところが，予想外の新規需要が生まれてきた。新興国輸出需要がそれ
である。調整局面が未完了のまま新規需要がドイツ経済の慢性的な需要
不足を埋めるという幸運が訪れたのである。これがイノベーションを促
すかどうかは定かではない。というよりもむしろ，新規需要が競合回避
戦略を強化するように作用すると推測される。とすれば，ドイツ経済は
新興国向け輸出需要頼みという性格を強めることになる。新興国輸出需
要が拡大気味に推移すればよいが，果たして事がそううまく運ぶかどう
か。となると，問題は依然として先送りされたままになりはしないか。
これは重い問いである。
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経済諮問委員会は２００９／１０年度報告においてイノベーション政策を詳
しく論じている１８）。これは歴史的大不況の最中において各種需要総崩れ
の状態にあるなかでの異例な提言として受け止める必要があろう。すで
に述べたように，イノベーションという掛け声はいままでもあったが，
報告では「ビッグ・プッシュ」としての政策が決定的に重視されている
からにほかならない。この脈絡を見逃してはならないであろう。
そこでその指摘の最初の箇所では個々の部門やテクノロジーの目指さ
れた振興により競争を歪めるのではなく，国家が適切なイノベーション
政策を実施することで国民経済をより高い成長経路（ein ho¨herer
Wachstumspfad）へと導く課題を担うとされる。生産の科学化のさら
なる進展，イノベーション・サイクルの短縮，世界経済の統合の深まり
といった点からみてイノベーション政策の意義はますます高まっている
とする。この政策は技術進歩を計画するのでも監督するのでもないとい
う。技術的変化を支え，それに積極的な刺激を与えるものであると位置
づけられる。教育・研究・知識移転の三角形から成るイノベーションに
とっての社会的基盤整備，すなわち，インフラの振興強化を強調する。
競争の創造的力に適切な刺激を与えることが重視されているが，経済
諮問委員会の議論の骨子はこの政策が単なるサプライ・サイドの政策で
はないという点にある。インフラ整備の強調に端的に示されるように，
インフラは需要創出の架け橋となる。教育・研究・知識移転の三角形は
社会の根底から高付加価値化を促す源泉になるはずである。経済諮問委
員会はむろんそこまで立ち入って論じてはいないが，技術進歩を計画す
るのでも監督するのでもないとの指摘はこの政策がサプライ・サイドと
需要創出の構造改革の二重性を帯びることの裏返しの表現である。その
１８）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００９）, S.２０.
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うえで先端テクノロジーでの赤字（die Difizite Deutschlands im Bereich
der Spitzentechnologien）を削減させていくハイテク戦略が構想されて
いるのも需要創出の面に力点が置かれなければ十全な効果を発揮するわ
けにはいかないからであろう。最初の指摘において成長経路を高めるこ
とが国家の課題だと規定するのもサプライ・サイドの構造改革では事柄
の半面であり，需要創出につながっていくことで経済全体の事業水準を
引き上げていく点を導いていくためであるといってよい。
個々の部門への垂直的なテコ入れよりも総体的な誘導政策的観点が前
面に出されている。明言はしていないものの，高付加価値化や差異化戦
略のテコとしてのイノベーション政策のねらいははっきりしていると断
定できよう。２０１０／１１年度報告ではインフラ強化の視点を強調し，開発
装置の健全な競争機能への刺激をさらに推進する姿勢を示している１９）。
これをサプライ・サイド・ポリシーとみなすだけでは真を逸することに
なろう。それだけでは成長経路の高さにはつながってこないからである。
需要水準の持続的な引き上げこそが成長経路の高まりを支えうるものと
なる。２００９／１０年度報告と比較するとイノベーション政策にさして紙幅
を割いていない印象が与えられるが，引き続きイノベーション政策がイ
ンフラ整備と直結して議論の前面に押し出されていると考えるべきであ
ろう。需要の制約を打開する「ビッグ・プッシュ」としてのイノベーショ
ン政策の位置はあまりに自明なことなのである。
かつてドイツ経済が陥っていた最大の問題点のひとつは需要不足とイ
ノベーションの停滞という悪循環であった。慢性的な需要不足下にある
かぎりイノベーションをプルする要因は欠けている。そしてこうした状
況のなかで先端テクノロジーのドイツの立ち遅れと輸入浸透がもたらさ
１９）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２０１０）, S.６.
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れてきたのである。そのなかでドイツ政府にとって認識されたのはイノ
ベーションにまつわる基本インフラの未整備であった。インフラの整備
は需要創出への足がかりとなる。民間経済内部からイノベーション群生
の可能性が需要不足のせいで限られているとすれば，政府が「ビッグ・
プッシュ」としてイノベーション政策を推進していくほかはない。４．１
で指摘したように，これがイノベーション政策の選択肢となりえた理由
である。
こうして，インフラをバネにして需要創出とイノベーション成立の好
循環を政府が音頭をとってリードしていくことになるというのが経済諮
問委員会の基本発想にほかならない。その発想が歴史的不況と踵を接し
て強く押し出されることになった。そうした事情は需要主導説の限界に
直面したドイツ政府の窮余の一策である。イノベーションに新たな地平
が切り開かれるかどうか注目されるところである。従来，イノベーショ
ンについては技術プッシュか需要プルかのふたつの説があったが，ドイ
ツ経済の事例に関するかぎり技術プッシュは有効ではないようである。
技術プッシュそれ自体独立してイノベーションをもたらすとはいえない
と思われる。イノベーションの発生，向上，練磨といった一連の過程は
やはり需要のプルなくては進まないといってよい。
経済諮問委員会もそこらあたりの基本的背景を熟知してイノベーショ
ン政策の実施を訴えているのではないだろうか。イノベーションについ
ての新たな地平もこうした限界を突破するものとして立ち現れてくるの
でなければイノベーションは真の意味においてわが物にされたとはいえ
ないであろう。ドイツ経済の事例はふたつの説に関してどちらが実効性
のあるものなのかどうかのリトマス試験紙になろう。先端テクノロジー
の陶冶は需要成長率の高い領域だけにおろそかにできないのである。競
合回避の棲み分け戦略によってこの分野への開拓と波及効果が棚上げさ
れるのはドイツ経済にとり長期的には望ましくない。商品力向上に直結
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する高機能化や高付加価値化に結局は遅れをとる結果になるからである。
高価格高級製品に特化するといってもこの戦略が常時有効だという保
証はない。棲み分け戦略が妥当性を有し，現状のままで有効であると判
断されていれば，何もイノベーション政策がことさら強調されることに
はならないはずである。むしろ，需要不足のなかで絶えず繰り延べられ
てきたイノベーションの取り込みがインフラ整備と連動するかたちで急
がれねばならないとされている点に留意すべきであろう。やはり適切な
スピードでの構造変化が枢要と考えられているのではないのか。棲み分
け戦略は構造変化を前提せずに済む側面をもつ。これは経済成長が構造
変化なしに可能かどうかの基本的な問いかけである。
最後に産業立地論争について一言しておこう。過去３０年ドイツ経済で
は産業立地をめぐって政治家を含め激しい論争が繰り広げられてきた。
産業立国，技術立国としてのドイツ経済の地位が大きく揺らいできたか
らである。高賃金の制約のなかでイノベーションにも顕著に立ち遅れた
ドイツ経済が産業立地としてふさわしいのかどうかの議論が続けられて
きた。この産業立地論争を振り返れば，ドイツ経済が置かれた苦境が理
解されるはずである。経済諮問委員会報告では「産業立地魅力性」（Stan-
dortattraktivita¨t）として問題提起されている２０）。この議論ひとつとっ
てみてもドイツ経済が直面し，現在も直面し続けている事態がドイツ経
済史の脈絡において異例のものだということがわかる。産業立地として
のドイツが問われること自体前代未聞のことだったのである。
産業立地というともっぱらサプライ・サイドの問題だと捉えられがち
であるが，需要創出の意味合いもある。ここには需要創出の面とサプラ
イ・サイドの構造改革がダイナミックに絡み合う供給と需要の二分法を
２０）Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwick-
lung（２００９）, S.２２.
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越える単純には済まない複雑な構図が横たわっている。これはドイツ企
業，その周辺に位置する政治家がこの間ドイツ経済のあり方にいかに動
揺し，どのような見取り図を描くのかについて苦悩してきたかを物語る
のに十分である。直近では「産業立地魅力性」という言葉に変わってき
たように，相応の自信回復と前向きな姿勢を想起させるものの，なお確
たる変容を遂げていない様子が窺える。
イノベーション政策が繰り返し強調されるのも需要創出にもつながる
サプライ・サイド・ポリシーを後押しする意味合いからであろう。棲み
分け戦略が全面的に賛同を得ているわけではない事情の一端をみること
ができよう。需要創出の点でドイツ経済がいまだに改革途上に位置して
いることは明らかである。これはドイツ企業が変動する国際的・国内的
経営環境のなかで変身なお半ばであることを意味している。経済諮問委
員会が指摘するように，新興国経済の需要の発動に安住できない要素が
確かにあるからである。
おわりに
これまで１から４にわたってドイツ経済の最新の状況を分析してきた。
歴史的不況からＶ字回復を遂げてドイツ経済に関する長年の低迷感は後
景に退きつつある。雇用状況の目立った改善がその証しである。このよ
うな事態はいつ以来であろうか。おそらく大量失業が始まる１９７４／７５年
不況以来の経済不振の払拭ではないのか。本稿ではこうした事態の好転
を意識して新たな分析を加えてきた。閉塞感が急速に解消しつつある局
面を正面に見据え，この局面への正当な評価をおこなうのが本稿の基本
的な問題意識であった。
それではドイツ経済が経験した経済変調に片がついて調整期が終わっ
た結果としての最近の相対的好調さなのであろうか。確かにメディアや
多くのエコノミストの間では２００５年から２００７年までの景気上向きの再来
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以上ともいうべき経済の好調さを主張する論調が支配的である。そこに
は長期低迷に喘いでいたドイツ経済の認識はない。そのような事態がま
るでなかったかのような具合なのである。果たしてそうか。筆者は経済
変調に対する調整が終了したとの認識にはとても立てないし，むしろ相
変わらず経済変調の停滞要素が燻り続けているとさえ思っている。棲み
分け戦略が功を奏して新興国輸出需要の発生につながった事実がドイツ
経済にとり幸運な要因となってはいるが，経済諮問委員会報告にみられ
るようにそこに安泰すべき要素があるわけでは必ずしもない。
筆者はこれまで繰り返してきたように，経済諮問委員会のこの情勢判
断を妥当と考えている。棲み分け戦略に持続的な発展要素が含まれてい
るとも認識し難い。結果オーライで判断すれば現状は満足すべきものか
もしれないが，実際には新興国の成長減速が顕著になってきており，先
行きはそれほど明るいものではない。ドイツ経済もＶ字回復後緩慢な成
長といわれる局面に入っている。そもそも棲み分け戦略に問題なし，そ
の方向で発展を目指すというのであれば，ドイツ政府がイノベーション
政策のプッシュに躍起になるはずがない。現状になお問題ありとする判
断がなされているからこそイノベーション政策の「ビッグ・プッシュ」
が主張されねばならなくなっている。経済諮問委員会の判断がドイツ政
府の意向を受けたものであることは明らかである。
やはり競合相手の一歩先を行く技術や商品の革新が市場機会を切り開
く決定打と位置づけられているように思われる。棲み分け戦略の現状で
十分だとされていれば，先端テクノロジーのキャッチ・アップの要請は
それに応じて希薄になるはずである。そこには本当の意味での経済変調
への調整が完了していないとの認識が横たわっているとみなすべきであ
る。緩慢な成長局面といってもドイツ経済の潜在的成長率を上回ってい
るとするならば，それはあまりにもご都合主義的な判断というものであ
る。筆者は最新ドイツ経済の動向を鳥瞰しながらいままでとは異なる局
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面転換を十分認識しながらも健在化論者や堅調論者のような相も変わら
ぬ楽観論に違和感を覚えずにはいられない。局面転換に相応の根拠があ
ることは否定しない。個人消費の水準回復ひとつとってみてもそれは
はっきりしている。
しかし，そのような事態の好転は足下の現実から演繹される側面があ
る。その足下の現実が安心してみていられる内容になっていないとすれ
ば，事態はまだまだ流動的であるといわざるをえない。新興国発展にま
つわるデカップリング論をみてもそうした流動的要素は否定し難い。筆
者は新興国輸出需要がドイツ経済の需要不足を後景に退かせて構造調整
の先送り要素となっているのではないかとの判断に立つ。イノベーショ
ン政策の重要性が指摘されるのは以上の事情に根差すと考えるしかない。
本稿をわざわざ「最新ドイツ経済の真実」と題して分析と評価を加えた
のもなお表層的観察が現状分析としてなされていることへの反発からに
ほかならない。
歴史的不況から速やかに反転した事実は最新ドイツ経済の発展軌跡と
して注目されるにしても，それが現状維持を是認する根拠とはならない。
まして経済変調から脱却して新たな発展局面に入ったなどとは到底いえ
ない。そうした論調に客観的な論拠提示があるわけではない。判断はな
お憶測の域を出ていない。ここで最小限いえることは現状に埋没せずに
過去の歴史的経緯をしっかりと踏まえたうえでドイツ経済の先行きを展
望しなければならない点である。メディアや多くのエコノミストは過去
を没却してその時々の景気回復に安易にもたれかかりすぎる傾向が顕著
である。そこでより最新の動向を加味して議論を敷衍していくことにし
よう。
２０１０年第２四半期にドイツ経済のＶ字回復は峠を越え，緩慢な成長局
面に入った。拡張期が続いているものの，回復の山を迎えたのである。
その後緩やかな成長局面が続いていたが，２０１１年第２四半期に景気の減
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速が目立ってきた。拡張期とはいえ，確実に坂の勾配はなだらかになり，
ことに２０１１年第４四半期から２０１２年第１四半期には一段の景気減速が見
通されている。このような状況では拡張の実感はなくなっているといえ
よう。経済諮問委員会はこうした景気減速を予測していた。新興国輸出
需要の衰えの反動を懸念していたからである。すでに指摘したとおり，
経済諮問委員会はこの反動を内需によりカバーできるとしていたが，十
全とは指摘していない。あくまで留保つきの表現にとどめていた。
確かにそうした主張の根拠はある。個人消費に明るい光が差してきた
とはいえ，その水準は１９９０年代水準をなお下回る。１９９０年代において個
人消費は景気を下支えしていたものの，ドイツ経済は長期不振を持続さ
せていた。それと同じことが繰り返されようとしている。１９９０年代水準
を越える明るさが持続しなければ，ドイツ経済を支えることにはならな
いであろう。そもそも新興国輸出需要の伸びが家計部門におよんできた
のであるから，新興国輸出需要に一服感が出れば家計部門にそれが逆に
波及せざるをえない。となれば，個人消費が堅調さを維持することにも
限界があるとしなければならない。２０１２年０．９％増予測はそれを物語る。
２０１１年後半を迎える時点でドイツ経済は重大な分岐点に差しかかってい
るといってよいであろう。すなわち，多くの民間経済研究所がなお見通
すように成長が緩やかさを増す局面になりながらも底固さを維持し続け
るのか，あるいはまた，長期低迷への入り口に再度突き進むのか，予断
を許さない局面が訪れようとしているのである。
少なくともＶ字回復とその後の緩慢な成長局面といった楽観的な基調
が揺らいできたことは明らかである。事実，ドイツ政府は２０１１年１０月下
旬に２０１２年におけるGDP１．８％の伸びの見通しを１％――前掲表１では
０．９％予測――に下方修正した。かつて覆っていた閉塞感と比べようも
ないほど事態は好転しているが，拡張が著しく弱々しくなってきたとい
う意味において状況は大分重苦しいものに変わってきたというのが偽ら
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ざる実感である。
以上と関連して問題とされるのはドイツ企業が採用している焦点絞り
込みの差別化戦略の是非如何という点であろう。この差別化戦略は本来
的にドイツ企業が直面していた課題に対応して積極的に再構築されたも
のではない。旧来の「メイド・イン・ジャーマニー」の活用の延長線上
から導かれた既存の路線にすぎない。需要創出の構造改革として選択さ
れたものではない。それはドイツ企業が着した限界を克服した戦略で
はなく，限界に直面してもなお踏襲されている戦略という位置関係にあ
る。Ｖ字回復はこの既存路線の存在を容認させてきた。それはアーベル
スハウザーが強調する路線の追認にほかならない２１）。
とすれば，拡張の勾配が顕著に緩やかになり，その実感が得られない
ような状況になれば，構造改革の課題はもう一度振り出しに戻らざるを
えないのではないか。問題の先祖返りである。再びドイツ経済が振り子
のように大きく揺れ動く事態が予想される。その意味で旧西ドイツ経済
２１）アーベルスハウザーの主張内容については，古内（２００７），２３１―２３２頁注３３を
参照のこと。筆者はこれまでアーベルスハウザーの競合回避戦略に異を唱え
てきた。最近になって筆者の説に注目する見解が現れた。䩾澤歩は「経済の
奇跡」を実現した経済システムの今日的意義・生命力への評価には論者によ
り差異があるとしながら，アーベルスハウザー，シュトレークと並んで筆者
の説を取り上げ，次のように紹介している。すなわち，「古内博之（ママ）は，
資本主義システムの多様性を認めつつも，１９７４年以来（西）ドイツ経済は産
業構造の硬直化という構造的問題を解決していないと考える。現代＝ポスト
工業化時代のきわめて急速な技術革新に対応するためには，２０世紀初頭に確
立した『メイド・イン・ジャーマニー』の名声に依存した製品開発戦略を抜
本的に見直す必要があると指摘するのである。たしかに『高品位・多品種・
少量生産』への特化の名の下に，今日のドイツの製造業は特定顧客のニーズ
にこたえるニッチ戦略を選び，標準化された製品市場でのグローバルな競争
を回避する傾向にあった。そうした戦略がいずれ行き詰まる危険はなお，可
能性として否定しがたい」という内容である。䩾澤歩「システムの苦難のと
き――ドイツ経済の過去と現在――」䩾澤歩編著『ドイツ現代史探訪――社
会・政治・経済――』大阪大学出版会，２０１１年，８５―８６頁。䩾澤が筆者の説を
ひとつの有力な問題提起として扱っていることは明らかであろう。筆者の説
がニッチ戦略に伴う需要不足説であることは改めて留意されてよい。
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から引きずっている経済変調の問題を改めて正視すべきであろう。ドイ
ツ経済の外見上の好調さにかまけて問題を先送りにしてきているつけは
大きいといえよう。ともあれ，いままで何度この問題への前向きの対処
が迫られてきたであろうか。その都度解決が繰り延べられてきた。短期
の景気変動に撹乱されて長期の経済成長を切り開く作業が等閑に付され
てきた。こうしてみると，ドイツ経済の中身は意外に脆いのである。
ユーロ圏では相対的に羽振りが良いから内包する問題性が影に隠れてい
るものの，実相は経済研究所やエコノミストの間で判定されているほど
の堅調さに欠けている。この点で経済諮問委員会の「真実は中間にある」
という一種の「警句」とも受け取れる指摘をもう一度じっくりと噛みし
める時であろう。
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Summary
Die Wahrheit der Neuesten Deutschen Wirtschaft : Nach
der historischen Rezession
Hiroyuki FURUUCHI
Die vorliegende Arbeit behandelt die wahre Sachlage der neuesten
deutschen Wirtschaft nach der große Rezession von２００８／０９. Die V
Modus Erholung von dieser Rezession war klar. Jetzt sich befindet die
deutsche Wirtschaft in der langsamen Wachstumsphase. Diese Erhol-
ung wurde durch den Exportnachfragen der Schwellenla¨ndern, d.h.
Brasilien, China, Rußland, Indien usw gebracht. Die der Konkurrenz
ausweichenden hochwertigen Strategien der deutschen Unternehmen
haben den Erfolg erzielt, trotzdem ist es unsicher, fu¨r diesen Nach-
fragen fortzudauern. Die Sachversta¨ndigenrat zur Begutachtung der
gesamtwirtschaftlichen Entwicklung beobacht die Ru¨ckschlagen und
die großten Risiken in diesen Faktoren. Aber in der Erholungsphasen
nahm die Bescha¨ftigung die Wendung zum Besseren . In Oktober
２０１０waren die Arbeitslosen２，９５４Mill. Personen und war die Arbei-
tslosquote７％. Dies ist das niedrigste Niveau seit１８ Jahren nach der
Rezession von１９９２／９３ geworden. Die wirtschaftlichen A¨ngsten und
Blockadegefu¨hlen haben ziemlich nachgelassen in Vergleich mit den
fru¨hern Zeiten. Obgleich die nahe Zukunft der deutschen Wirtschaft
ungewiß ist, ist dies nicht anders als die nennenswerte Vera¨nderung.
Jetzt auch Innovationspolitik als der große Anstoß der Bundes-
regierung ist durchgefu¨hrt, um die Difizite Deutschlands in den
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Spitzentechnologien zu reduzieren.
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